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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、東ティモール民主共和国政府からの技術協力の要請に基づき、

2010 年 11 月から 4 年間の計画で技術協力プロジェクト「マナツト県灌漑稲作プロジェクトフェ

ーズ 2」を実施してきました。 
この度、本プロジェクト協力期間の終了を 2014 年 11 月に控え、当機構は、2014 年 3 月 7 日か

ら 3 月 27 日までの間、農村開発部国際協力専門員の佐藤武明を団長とする終了時評価調査団を

現地に派遣し、東ティモール民主共和国側評価チームと合同で、これまでの活動実績等について

総合的評価を行いました。これらの評価結果は、日本・東ティモール民主共和国双方の評価チー

ムによる討議を経て合同評価報告書としてまとめられ、署名・交換のうえ、両国の関係機関に提

出されました。 
本報告書は、同調査団による東ティモール民主共和国政府関係者との協議及び評価調査結果等

を取りまとめたものであり、日本・東ティモール民主共和国両国の親善、及び関連する国際協力

の推進に広く活用されることを願うものです。 
終わりに、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、厚く御礼を

申し上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご支援をお願いする次第です。 
 
平成 26 年 6 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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マナツト県農業事務所 農民研修センター（マナツト県農業事務所敷地

内） 

マナツト県農業事務所の試験圃場（Kwibaton

地区） 

マナツト県農業事務所の新展示圃場（Mataes 

地区） 

2014 年 2 月に試験圃場内に設置された精米器 ラクロ川の取水工（ラクロ灌漑地区） 

幹線水路から二次水路への分水地点 

（Usun Bitat 地区） 
耕耘機による作付け準備の様子（ラクロ灌漑地

区） 
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東ティモール及び日本側評価チームの打合せ 洪水によって洗堀された道路 

（幹線水路のサイフォンが露出） 

Sumasse 地区における現地適応化技術の適用

例（PVC パイプによる余水吐の設置） 
条植えのためのラインマーカー  

〔Roda Caplak（インドネシア語）〕 

除草用器具 ディリ市内の市場（Lahane 地区）で売られて

いるコメ 

合同評価報告書署名 JCC/ミニッツ署名  
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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：東ティモール共和国 案件名：マナツト県灌漑稲作プロジェクトフェーズ 2 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：農村開発部農村開発第一

グループ 
協力金額（調査時点）2.19 億円 

協力期間：（R/D）2010 年 11 月 23 日

‐2014 年 11 月 22 日（4 年間） 
先方関係機関：農業水産省灌漑管理局/農業園芸局/農業コ

ミュニティ開発支援局 

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

2002 年 5 月に独立した東ティモール共和国（以下、「東ティモール」と記す）は、就業人口の

9 割近くが農林水産業に従事し、その生計を農業に依存している。しかし、1999 年の政局混乱

に伴う農業人口の流出、一部灌漑施設の破壊、公共及び民間サービスの停止等により農業生産

性が低下し、同国の主要食用作物のひとつであるコメは国内需要を満たさず、水田のコメ生産

量は全国平均約 1.5t/ha（籾ベース）と東南アジア諸国に比べて低い。 
同国有数の稲作地帯であるマナツト県に位置するラクロ灌漑施設は、ポルトガル時代の 1960

年代に建設され、インドネシア政府によって運営管理されてきたが、1996 年の洪水による被害

を受けた後はほとんど使用できない状況となっていた。 
わが国が、緊急無償資金協力による同灌漑施設の修復、開発調査「農林水産業開発調査」に

よる中期総合農業開発計画の策定等を支援してきた経緯から、東ティモール政府は灌漑農業と

穀物生産の持続性を確かなものとするため、わが国に対して、ラクロ灌漑施設のコメの生産性

向上と水利組織強化を主な内容とする技術協力を要請し、2005 年 6 月から 2010 年 3 月まで「マ

ナツト県灌漑稲作プロジェクト（フェーズ 1）（Irrigation and Rice cultivation Project：IRCP1）」が

実施された。 
IRCP1 では、栽培方法や種子生産についての成果が得られたが、これらの成果を東ティモー

ル独自で持続的に発展させるために、隣接する周辺灌漑地区を含めた地区への拡大をめざした

「マナツト県稲作灌漑プロジェクト（フェーズ 2）（IRCP2）」が 2010 年 11 月から 2014 年 11 月

までの 4 年間の計画で実施されており、現在、2 名の長期専門家を中心に、農業水産省下の 3 局

（灌漑管理局、農業園芸局、農業コミュニティ開発支援局）をカウンターパートとし、マナツ

ト県農業事務所における農民指導体制強化、改良稲作システム（Improved Rice Cropping System：

IRCS）の普及、水利組合による灌漑システム維持管理体制強化にかかる活動を行っている。 
2012 年 11 月の中間レビューでは、中間時点までの実績を確認して 5 項目評価を実施し、専門

家とカウンターパートの情報共有の改善、改良稲作システムの啓発促進と研修体制の強化など

の提言を行った。 
2014 年 3 月、8 カ月後のプロジェクト終了を控え、これまでのプロジェクト活動の実績、成

果、中間レビューの提言への対応などを確認し、5 項目評価するとともに、終了までのプロジェ

クト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として終



 

ii 

了時評価が実施された。 
 

１－２ 協力内容 

東ティモール国マナツト県マナツト郡の灌漑地区において、農業水産省マナツト県農業事務

所における農民指導体制の強化を通じた、改良稲作システムの持続的な機能維持及びその適用、

並びに水利組合による灌漑システムの適正維持及び伝統的灌漑手法の試行改善を行うことによ

り、プロジェクト対象地区におけるコメの生産性が改善することを目的とする。 
（1）上位目標：改良された灌漑稲作システムが、他の灌漑地区にも適用される。  
（2）プロジェクト目標：プロジェクト対象地区におけるコメの生産性が改善する。  
（3）アウトプット 

アウトプット 1．農業水産省マナツト県農業事務所における農民指導体制（注 1）が強化される。

 

アウトプット 2．〔ラクロ灌漑地区（注 2）〕改良稲作システム（注 3）が持続的に機能（注 4）
する。 
アウトプット 2．〔ラクロ灌漑地区外（注 5）〕改良稲作システムが適用される。 
 

アウトプット 3．（ラクロ灌漑地区） 
水利組合による灌漑システム（注 6）が適正に維持される。 
アウトプット 3．（ラクロ灌漑地区外） 
伝統的灌漑手法（注 7）が、現地適応型技術の試行を通じて改善される。 
 
注 1：農民指導体制：東ティモール農業水産省が農民に対して改良稲作システム及び灌漑システムの指導を行うために必要な農業

技術普及体制を意味する。 
注 2：ラクロ灌漑地区：507ha 
注 3：改良稲作システム（IRCS）：フェーズ 1 で確立された稲作システム。圃場準備（均平作業）・除草・条植え、優良種子

利用から構成される。 
注 4：持続的に機能する：プロジェクト対象農民により、圃場準備・除草・条植え、優良種子生産が継続して実施されている状態を言う。

注 5：ラクロ灌漑地区外：マララハン、サウ、スマセ、レンボール、ディリマネ各地区。合計：564ha 
注 6：水利組合による灌漑システム：適切な配水、維持管理を意味する。 
注 7：東ティモールにおける灌漑施設は 3 タイプに分類される（テクニカル灌漑、セミーテクニカル灌漑、伝統的灌漑）。ラ

クロ灌漑地区はセミーテクニカル灌漑、ラクロ灌漑地区外は伝統的灌漑である。 

（4）投入（2014 年 2 月末時点） 
① 日本側 

専門家派遣 専門家派遣：延べ 12 名（長期専門家 4 名、短期専門家 8 名（インドネシア

からの第三国専門家派遣の 3 名を含む） 
機材供与：約 5,050 万円 ローカルコスト負担：約 4,000 万円。 
本邦研修：12 名 第三国研修：18 名 

② 東ティモール側 
カウンターパート人材の配置：24 名 
土地・施設提供（専門家執務室、展示圃場など） 
プロジェクト運営費：カウンターパート給与、水道・光熱費など 
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２．レビュー調査団の概要 

団員構成 日本側 
団長／総括 佐藤 武明 国際協力機構 農村開発部 国際協力専門員 

農業政策 西村 美彦 琉球大学客員教授 

灌漑・水利組織 平良 和史 農林水産省 農村振興局 整備部 設計課課長補佐 

計画管理 山根 誠 国際協力機構 農村開発部 水田地帯第一課 企画役 

評価分析 東野 英昭
（株）レックス・インターナショナル シニアコンサル

タント 

東ティモール側 

総括 Mr. Bonifacio da Conceicao
農業水産省  灌漑水管理局水管理部 職

員 

メンバー Mr. Andre Freitas 
農業水産省 政策計画局 モニタリング・

評価部 職員 

メンバー Mr. Boaventura F.S. Soares 農業水産省 農業園芸局 職員 

メンバー Mr. Antonio da Silva Soares マナツト郡長 

調査期間 2014 年 3 月 7 日〜3 月 27 日 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の概要 

（1）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：プロジェクト対象地区におけるコメの生産性が改善する。  
＜ラクロ灌漑地区＞指標 1：コメの生産性（2.5t/ha） 

ラクロ灌漑地区で生産性（2.5 t/ha）を維持していくことは技術的には十分可能である

と判断される。 
2012年 10月の第 1回モニタリングの結果によれば、調査対象 79 農家中 35農家（44.3％）

が推奨の 4 品種を使用し、1ha 当たりの収量は 3.0t であり、同年 11 月に実施した中間レ

ビューでは、普及は十分とは言えないものの、IRCS の推奨品種によるコメの生産性は指

標を満たすと判断された。 
終了時評価時にデータを入手出来た以下の 2 つのケースについて見ると、マナツト県

農業事務所の試験圃場における雨期作の収量は１ha当たり 3.28tに達している。一方、2013
年後半から 2014 年はじめにかけての乾期に行われた農家の圃場での収量は、病虫害の影

響、水路清掃のための灌漑水の一時的配水停止の影響を受けたものの、1ha 当たり 2.3t
を記録した。よって、第 1 回モニタリングの結果も含めて見れば、通常の条件下で農民

が IRCS による稲作を実施した場合、目標である生産性（2.5t/ha）を維持していくことは

技術的には十分可能と判断される。 
 

 IRCS による雨期作（2013.7） IRCS による乾期作（2014.1）
場所 マナツト県農業事務所試験圃場 Ihun We'en（農家圃場） 

栽培品種 Nakroma Nakroma 
生産性 3.28（t/ha） 2.31（t/ha） 
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＜ラクロ灌漑地区＞指標 2：作付け率（50％増加） 
現場視察と関係者〔東ティモールカウンターパート（Counterpart：C/P）、専門家、農家

など〕からの聞き取りから、ラクロ灌漑地区の作付け率の増加に関する指標は満たされ

ていないと考えられる。社会・経済条件の変化（年金制度の拡充や経済成長に伴う現金

収入機会の増加、輸入米の価格下落、輸入量増大による国産米生産への影響）が作付け

率の伸び悩みの背景にあると思われる。 
 

＜ラクロ灌漑地区外＞指標 1：コメの生産性が 20％増加する。 
第 1 回モニタリングの結果によれば、推奨品種の使用率は 25.4％で、ha 当たりの収量

1.9t であった。終了時評価の時点では、生産性に関するデータが入手できなかったため、

ラクロ灌漑地区外の生産性が向上しているかどうかの定量的な判断はできなかった。 
しかし、IRCS 研修参加者の追跡調査（2014 年 2-3 月実施）の結果では、ラクロ灌漑地

区外では、IRCS が徐々に普及する兆しが見られる。IRCS は試験圃場レベルでは 1ha 当た

り 3t を超える収量を記録しているため、ラクロ灌漑地区外で IRCS が普及するにつれて、

コメの生産性の向上につながることが期待される。 
 
（2）アウトプットの達成状況 

アウトプット 1：農業水産省マナツト県農業事務所における農民指導体制が強化される。

＜指標 1-1＞農業水産省職員普及員向けの研修回数（7 回）と受講人数（10 名） 
＜改良稲作システム（IRCS）＞マナツト県農業事務所職員に対する技術研修が 16 回実

施された。延べ参加人数：職員 123 名、農民 67 名に達した。よって指標 1-1 は達成され

た。 
＜灌漑システム＞「マナツト県農業事務所職員灌漑技術研修」及び「マナツト県農業事

務所職員と農民対象 OJT」が、それぞれ、4 回、及び 29 回実施された。延べ参加人数：

職員：111 名、農民：398 名。 
＜指標 1-2＞農業水産省職員/普及員による農家のモニタリング回数（6 回） 

改良稲作システム（IRCS）の定着、導入に関する農家のモニタリングは、第 1 回目が

2012 年 10 月に実施されたが、それ以降は実施されていない。灌漑分野のモニタリングは

ラクロ取水工のモニタリング項目（堆積、流速、水位）が 2011 年 11 月に定められ、そ

れ以降、基本的に週 1 回のペースで計測が続けられている。 取水工地点の堆積について

は、2013 年 3 月以降、47 回の計測がなされている。  
＜指標 1-3＞農業水産省職員/普及員向け普及材料の作成 

これまで、5 種類の普及教材（苗床作成/圃場均平/条植えの教材、及び現地適応化灌漑

技術、モニタリング）が作成された。これに加えて、普及員向け教材として、2013 年 7
月に、5 種類のフリップチャートと 10 種類のビデオ教材が第三国専門家（インドネシア

人専門家）により作成された。指標 1-3 は達成された。 
＜指標 1-4＞適正化技術による試験施工への参加回数 6 回以上 

マナツト県農業事務所の灌漑担当技術職員は農民とともに､29 回の試験施工に参加し

た。指標 1-4 は達成された。 
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アウトプット 2：＜ラクロ灌漑地区＞改良稲作システムが持続的に機能する。 
＜指標 2-1＞改良稲作システムを継続採用する農家数（80％） 

第 1 回モニタリングの結果と、今回の終了時評価での現場視察、関係者からの聞き取

り結果から、指標 2-1 の達成は難しいと思われる（IRCS の継続とは、条件圃場準備（均

平作業）・除草・条植え、優良種子利用の実行）。79 農家を対象とした第 1 回モニタリン

グでは、優良種子、条植え、少なくとも 1 回の除草を実施している農家の割合は 50％、

50％、80％であり、圃場の均平（100％）を除いては、IRCS の定着は十分であったとは

言い難い。その後の農家の高齢化などの社会的変化も普及遅れの要因と見られる。 
 

アウトプット 2＜ラクロ灌漑地区外＞改良稲作システムが適用される。 
＜指標 2-2＞改良稲作システムのうちの少なくとも 1つ以上の技術が農家採用された数ま

たは割合（農家数 340 戸、または農家の 50％） 
優良種子、条植え、少なくとも 1 回の除草を実施している農家の割合は、71 農家を対

象とした第 1 回モニタリングでは、25％、28％、31％であった。 
67 名の IRCS 研修生を対象とした追跡調査（2014.2）では、これらの数字は、 89％、

44％、77％となった。モニタリングが実施されていないため指標 2-2 の達成の可否は判断

が難しいが、ラクロ灌漑地区外では、IRCS の採用が広がる兆しが見られる。  
＜指標 2-3＞推奨品種の優良種子の配布割合（10％） 

マナツト県農業事務所のデータによれば、2012 年度と 2013 年度の優良種子配布の実績

は、2012 年には 299 農家（23.0％）が IRCS の推奨品種の種子（Nakroma、Barito、Membrano
及び IR64）を、2013 年には、258 農家（19.8％）が優良種子（Nakroma と Chiherang）を

配布され、指標 2-3 は達成された。 
＜指標 2-4＞農家向けの研修回数と参加人数（10 回、100 名） 
農家を対象とした IRCS の研修は合計 10 回行われ、参加人数は延べ 117 名となり、指

標 2-4 は達成された。 
 

アウトプット 3＜ラクロ灌漑地区＞水利組合による灌漑システムが適正に維持される。

＜指標 3-1＞配水計画に基づいた配水の実施 
評価チームは、水利組合（Water User’s Association：WUA）の規定の中に、幹線水路の

上流と下流間でのローテーション灌漑による配水計画の存在を確認した。現状では、ラ

クロ取水工で灌漑地区全域をカバーするだけの流量が取水されている。 
 

＜指標 3-2＞堆積量が 50％減少する。 
2012 年の雨期には、月に数回の浚渫が実施されていた。一方、2013 年の雨期を通じた

総浚渫回数は 3 回に減少した。プロジェクトによる取水工改修（取水口敷高上げ）が堆

積量の減少に有効であったものと考えられ、指標 3-2 は達成されたと判断する。 
 
＜指標 3-3＞地区内で現地適応型技術による補修が行われる。 

現地適応型技術による補修作業として、堆積量抑制のための取水工敷高嵩上げ、蛇籠

工（ガビオン）による農道の補修、水路のライニングなどが行われた。これらの補修は、
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地区内の灌漑施設の維持に有効であり、指標 3-3 は達成された。 
 
＜指標 3-4＞水利組合員からの水利費の徴収率（70％以上） 

2013 年の水利費徴収率は WUA メンバー数 479 名に対して、水利費を支払ったメンバ

ー数が 323 名（67.4％）であり 指標 3-4 はほぼ満たされている。 
 

アウトプット 3＜ラクロ灌漑地区外＞伝統的灌漑手法が、現地適応型技術の試行を通じ

て改善される。 
＜指標 3-5＞普及員/農家向けの現地適応型灌漑技術手法の研修回数 3 回 

マナツト県農業事務所の職員と地区の農家に対して、19 回の現地適応型灌漑技術手法

の研修（試験施工）が行われ、参加人数は、職員延べ 52 名と農民 345 名に達した。指標

3-5 は達成された。 
 
＜指標 3-6＞普及員向けの現地適応型灌漑技術マニュアル 

現地適応型灌漑技術マニュアルのドラフト 2 種に加え、「灌漑施設の維持管理簡易マニ

ュアル（仮題）」を準備中であり、2014 年の 8 月に完成される予定である。 
 
＜指標 3-7＞適正化技術による試験施工の実施回数６回以上 

マナツト県農業事務所の職員と地区の農家に対して、19 回の現地適応型灌漑技術手法

の試験施工（研修）が行われ、参加人数は、職員延べ 52 名と農民 345 名に達しており、

指標 3-7 は達成された。 
 

３－２ 終了時評価調査結果の要約 

評価 5 項目に基づく評価結果は以下のとおり。詳細については、合同終了時評価調査報告書

第 4 章に記述している。 
妥当性：高い。本プロジェクトは東ティモールの戦略開発計画の重点分野に合致しており、

日本の協力政策にも沿っている。社会環境の変化に伴う地域社会のニーズ減少の兆しが見られ

る。 
 

有効性：中程度。指標 2.5t/ha は技術的には達成可能であると判断出来るが、モニタリング活

動が遅れているため、定量的に評価可能なデータが不足しているため、指標の達成が確認でき

なかった。プロジェクト前半では C/P の配置が十分とは言えず、営農分野の活動進捗の遅れが

生じたが、2013 年以降、十分な C/P 配置がなされ、プロジェクト関係者間の良好なコミュニケ

ーションが図られたこともあり、IRCS 技術の普及進展が進みつつあるが、評価時点では IRCS
の普及・実施体制が十分に確立したとは言えず、プロジェクト実施の有効性は当初想定を下回

る。 
 
効率性：やや高い。専門家及び C/P の配置、機材供与やプロジェクト運営経費負担等、日本

側・東ティモール側双方の投入、活動はアウトプットの達成におおむね効果的に結びついてお

り、特にインドネシアからの第三国協力は技術レベル、コスト、意思疎通のいずれの面におい
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ても効率的であった。一方、IRCS の普及とモニタリング活動の遅れにより、プロジェクトの効

率性が影響を受けた。 
 
インパクト： 
上位目標（他地域への適用）の達成見込みについて、プロジェクト目標の達成に懸念が残っ

ている状況ではあるが、東ティモール政府は、IRCS を稲作栽培の技術面から高く評価しており、

ライスキャンペーン 2014 と称して、2014 年から他県〔ボボナロ県（マリアナ）、ラウテン県〕

への普及活動を独自に開始している。また、低投入農業技術の開発など、政策面に加え技術面

での正のインパクトが確認された。プロジェクト実施による負のインパクトは確認・報告され

ていない。 
 
持続性：中程度。政策的方向性の継続性は高い。技術的側面で、灌漑分野の技術移転は順調

であったが、営農分野では普及能力の点で経験と実践能力の更なる向上が必要である。予算面

では終了後の活動継続に必要な予算確保に引き続き留意が必要である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
特になし。 

（2）実施プロセスに関すること 
① コミュニケーションの改善：協力期間後半には、様々な会議（ディリでの月例会議、

マナツトでの週会議）を通じて、専門家と東ティモール側 C/P との情報共有がなされ、

プロジェクト活動の円滑な実施につながった。 
② 第三国専門家の投入：協力期間後半の 3 名のインドネシア人専門家の派遣は、類似の

環境を持つ隣国インドネシアの稲作関連技術の導入に加えて、インドネシア語によるコ

ミュニケーション面からも、東ティモール側 C/P に好意的に受け入れられた。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
① 社会環境の変化：IRCP2 の計画は IRCP1 での経験を活かし対象地区の状況を可能な限

り把握・理解したうえで策定された。一方で、プロジェクト対象地域では、社会・経済

条件の変化（年金制度の拡充や経済成長に伴う現金収入機会の増加、輸入米の価格下落、

輸入量増大による国産米生産への影響）が、詳細計画策定時には予想し得なかったペー

スで進んでいたと考えられる。 
② プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の記述：PDM

の記述（用語の定義、成果とその指標の標記、活動の記述等）に一般的な記述が見られ、

活動の進捗に関するデータ・情報の収集にあたって、再確認が必要な点が見られた。 
（2）実施プロセスに関すること 

① 対象地域の自然条件：雨期に頻発する洪水によってもたらされる灌漑施設、道路、圃

場の損傷への対応のための時間と費用のロスは、プロジェクトの円滑な進行の妨げとな

った。また、対象地域の一部（スマセ、ディリマネ、レンボール地区）は道路網が未整
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備で、雨期のアクセスが特に困難であった。 
 

３－５ 結論 

終了時評価チームは、現場視察、関係者（東ティモール側 C/P、日本人及びインドネシア人専

門家、農民など）からの聞き取り、政府関係者との一連の協議を通じて、5 項目評価によるプロ

ジェクトの評価を実施した。 
その結果、プロジェクトは、東ティモールの政策、日本の支援政策との整合性が高いことか

ら終了時評価の時点でも高い妥当性を持っていることが確認された。また、政策面、技術面で

正のインパクトが確認できた。 
有効性、効率性、及び持続性については、協力期間前半の活動の遅延やモニタリング活動の

未実施などの影響による課題に加え、2012 年以降の年金制度の大幅な拡充とコメの国際価格下

落傾向に伴う安い輸入米の流通増加、農家の老齢化や農業以外の所得・雇用機会の増加といっ

た社会･経済状況の変化に伴い、稲作増加に対する農民の意欲向上の面で、当初想定よりも大き

な課題を抱えつつあることから、R/D に記載されたプロジェクト協力期間である 2014 年 11 月ま

でのプロジェクト目標達成の見込みは確実とは言えない状況にある。しかし、プロジェクト期

間の後半で見られたプロジェクト関係者間のコミュニケーションの改善や、研修を通じた C/P
の能力は強化されており、今後の活動の促進には期待が持てる。 

これらの状況を総合的に勘案し、評価チームは、プロジェクト目標の達成のためにプロジェ

クト期間を 1 年間延長し、2015 年 11 月までの 1 年 8 カ月の間に、終了時評価で明らかとなった

課題の解決を通じて、IRCS の普及に最大限の努力を行っていくことが妥当と結論する。 
 

３－６ 提言 

（1）プロジェクト期間の延長 
当初期間内にプロジェクト目標が達成されない懸念があることから、プロジェクト期間

を 1 年間延長したうえで、以下 2 点に重点を置いてプロジェクト目標の達成をめざすべき

である。 
①IRCS の普及体制の確立。 
②精米プラントを活用した収穫後処理技術と市場アクセス強化によるコメの市場価値向上

への取り組みを通じた農家の生産意欲向上 
（2）PDM 改訂 

コメの市場価値向上にかかる成果と、ライスセンター運営、収穫後処理技術改善、試験

販売による販路開拓などの活動を追加した PDM の改訂を提言する。 
（3）IRCS 普及 

第三国専門家により導入された新しい技術（ライン間に変化を付けた条植え植栽手法、

ヒコバエ栽培、簡易農機具）の導入を普及モデルとしての IRCS にどのように位置づけるべ

きか、コンセプトを整理するとともに営農普及を統括できる日本人専門家の投入を検討す

ること。 
（4）IRCS 普及モニタリング 

IRCS 普及の定期的なモニタリング活動は進捗管理に不可欠であり、普及職員によるモニ

タリング活動の定期実施を徹底すること。また、プロジェクトエリアにおける農家数、耕
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作面積、作物、単収、土地所有権等の基礎情報についてのアップデートを直ちに行うこと。

（5）水利組合 
水利組合はマナツト県農業局職員を中心に結成された「チーム 8」と呼ばれる再建委員会

により、再建に向けた取り組みが続いている。再建検討に際し、政府と水利組合の役割分

担を明確化し、農民参加にも配慮するとともに、プロジェクトから必要な技術支援を行う

こと。 
（6）灌漑施設維持管理 

ラクロ灌漑の土砂堆積問題への対応として、迅速な排砂ゲート操作による対策を行うこ

と。 
（7）第三国専門家 

言語や環境の面で東ティモールに親和性の高いインドネシア人専門家は IRCS の効率的

な普及強化に大きな役割を果たしており、今後も継続的にその活用を図ること。 
（8）収穫後処理と市場アクセス強化 

新しく設置された精米プラントはラクロ灌漑地区のコメの品質改善に大きく貢献するこ

とが期待される。将来の維持管理を見据えた運用維持管理体制の早急な確立を急ぐととも

に、地区内の民間精米業者の経営圧迫を防止するための配慮が必要である。必要に応じ、

同分野の日本人専門家の投入も検討すること。 
（9）予算 

これまで日本側がプロジェクト活動費用の大半を負担してきたが、プロジェクト終了後

の活動継続と他県への普及を継続していくために、東ティモール政府は必要な予算の確保

に努めること。プロジェクトチームは財政当局へのプロジェクト成果の周知を通じた予算

確保のための側面支援を行うとともに、プロジェクトに関する情報発信を引き続き強化す

ること。 
 

３－７ 教訓 

（1）プロジェクトの計画立案 
東ティモールにおいては、2012 年に年金制度が大幅に拡充され、高齢者の所得向上が計

られたこと、農家の老齢化や農業以外の所得・雇用機会の増加により、若手営農者への世

代交代が進んでいないこと、2012 年以降のコメの国際価格下落傾向に伴う安い輸入米の流

通増加といった社会･経済状況の変化に伴い、稲作農民の生産意欲が低下したこと等によ

り、当初想定よりも稲作農家を取り巻く環境が大きく変化することとなった。プロジェク

トの計画立案に対して社会・経済的状況変化を踏まえて、柔軟に対応する枠組みをもつこ

とが望ましい。 
 
（2）関連機関とのネットワーク 

本プロジェクトでは、農業水産省本省からマナツト県農業事務所への行政的チャンネル

を通じた運営管理に加え、県・郡政府との間に密接なネットワークを築くことにより、活

動の円滑化を図った。地方に活動拠点を有するプロジェクトの場合、中央の公的な指揮系

統に加え、地方の関係者間のネットワークを強化することは、効率的・効果的な運営管理

に資するものである。 
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（3）近隣国（第三国）の技術リソースの活用 
本プロジェクトにおいては、現地に適応した営農技術や意思疎通に関する問題に際して日本国

内の技術リソースで対応が困難な状況に直面したことから、インドネシアからの第三国リソー

スの活用を通じ、収量増加のための栽培手法、簡易農業機器、マルチメディアを活用した普及

教材等が紹介され、東ティモール側 C/P に好意的に受け入れられた。近隣国による技術交流を

活用することで、共通の社会・地理的環境を背景に、現地に適応した技術的課題への対応が円

滑に進むことから、インドネシアと東ティモールの場合のように、技術協力プロジェクトにお

いて近隣国の技術リソースを活用していくことは有意義である。 
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Summary of Evaluation Results 
 

1． Outline of the Project 

Country: The Republic of East Timor Project Title: The Irrigation and Rice Cultivation Project in 
Manatuto Phase-II in the Democratic Republic of Timor-Leste 

Sector: Agriculture and Rural 
Development 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge: Rural 
Development Department,  

Total Cost （at the time of evaluation）:  2.19 million yen  

Period of Cooperation（R/D）: 
November 23, 2010-November 22, 
2014 （4 years） 

Partner Country's Implementation Organization: Ministry of 
Agriculture and Fisheries 

Supporting Organization in Japan: Ministry of Agriculture, 
Forestry and Fisheries 

1-1． Background of the Project 

In the Democratic Republic of Timor-Leste （hereinafter referred to as “Timor-Leste”）, agriculture 
sector plays a significant role in food security as well as rural economy since approximately 80％ of 
population living in rural areas depend their livelihoods on the sector. Ministry of Agriculture and 
Fisheries （MAF）has undertaken substantial efforts over a decade since its independence in order to 
boost agriculture productivity from the sense of food security and increasing farmer’s income. 

However, agriculture production has not fully increased due to deterioration of irrigation facilities, 
malfunction of public services, etc.  Although domestic production of maize and cassava among staple 
crops fulfills national demand, national average yield of rice is relatively low （about 1.5 t/ha as paddy）
among other countries in Southeast Asia, and the production of rice is still in shortage against the 
national demand.  

The Manatuto district, one of the foremost rice production areas in Timor-Leste with irrigation 
facilities, has a big potential of paddy farming along with Baucau, Bobonaro and Viqueque districts. 
Laclo irrigation area in the district was established in 1960s, Portuguese colonial era, and maintained by 
Indonesian government until the independence of Timor-Leste in 2002. However, after damaged by 
serious flood in 1996, it was not fully functional.   

Under the Urgent Rehabilitation Project administrated by UNDP, rehabilitation of the Laclo irrigation 
scheme in Manatuto district was accomplished in 2003 with financial assistance from the Government 
of Japan. After the completion, JICA’s technical cooperation project namely “Irrigation and Rice 
Cultivation Project in Manatuto （IRCP1）” was implemented from June 2005 to March 2010 in order 
to improve productivity of rice in Laclo irrigation area through combination of improvement of existing 
irrigated rice farming system and establishment of functional water user’s association （WUA）.   

Although the purposes of IRCP1 were almost achieved, necessity of further capacity building for 
Timor-Leste counterparts was recommended in order to extend IRCP’s impact to other areas as the 
results of the Joint Terminal Evaluation. Based upon the request from Timor-Leste, MAF and JICA had 
a series of discussions for envisaging the Project framework, and the both sides agreed and signed the 
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Record of Discussion （R/D）on August 10, 2010 to launch “Irrigation and Rice Cultivation Project in 
Manatuto Phase II （IRCP2）”.  

IRCP2 officially commenced on November 23, 2010 with cooperation period of 4 years.  

1-2.Project Overview 
（1）Overall Goal: Improved irrigation and rice cultivation will be adopted in other irrigation areas in 

Timor-Leste. 
（2）Project Purpose: Productivity of rice farmers in the Project areas will be improved. 
（3）Outputs: 

Output 1: Capacity of MAF Manatuto Office to guide the farmers will be strengthened. 
Output 2: （Laclo Irrigation System）Improved rice cropping system will be maintained.  
Output 2: （Other Irrigation Areas）Improved rice cropping system will be adopted. 

Output 3: （Laclo Irrigation System） 
Irrigation system will be properly maintained by Water Users' Association （WUA）. 
Output 3: （Other Irrigation Areas）Through the trials of appropriate technologies, existing community 
（traditional）irrigation method will be improved. 

（4）Inputs （as of February 2014） 
Japanese Side 

Dispatch of 4 Long-term Experts and 8 Short-term Experts  
Provision of Equipment: Approximately 50.5 million yen.  
Local Cost: Approximately 40.0 million yen 

Timorese Side 
Allocation of C/Ps: 24  
Land and Facility （Office Space for Japanese Experts, Demonstration Plots, etc.） 
Operation Cost：Salary of C/Ps, Utilities, etc.  
 

2．Joint Evaluation Team 

Japanese Team Members Timorese Team Members 

(1) Mr. Takeaki SATO （Leader）, Visiting Senior 

Advisor, Japan International Cooperation Agency 

(2) Dr. Yoshihiko NISHIMURA （Agriculture 

Policy）, Emeritus Professor, Nagoya University  

(3) Mr. Kazufumi TAIRA （Irrigation and Water 

Users’ Organization）, Deputy Director, Overseas Land 

Improvement Cooperation Office, Design Division, Rural 

Infrastructure Department, Rural Development Bureau, 

Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

(4) Mr. Makoto YAMANE （Planning and 

Management）, Advisor, Paddy Field Based Farming Area 

Division I, Rural Development Group I, Rural Development 

(1) Mr. Bonifacio da Conceicao （Leader）, Water 

Management Specialist, Department of Water Management, 

National Directorate of Irrigation and Water Management, 

Ministry of Agriculture and Fisheries 

(2) Mr. Boaventura F.S. Soares, Crop Staff, 

Department of Plant Protection, National Directorate of 

Agriculture and Horticulture, Ministry of Agriculture and 

Fisheries  

(3) Mr. Andre Freitas, Monitoring Staff, 

Department of Monitoring and Evaluation, National 

Directorate of Policy & Planning, Ministry of Agriculture and 

Fisheries 



 

xiii 

Department, Japan International Cooperation Agency 

（5）Dr. Hideaki HIGASHINO 

（Evaluation Analysis）, Senior Consultant, RECS 

International Inc. 

(4) Mr. Antonio da Silva Soares, Administrator, 

Sub-District of Manatuto 

Period of Evaluation March 7-27, 2014  Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3．Results of Evaluation 

3-1．Project Performances 
(1) Project Purpose: Productivity of rice farmers in the Project areas will be improved. 

<Laclo Irrigation Scheme> Indicator 1: Rice productivity will be maintained （2.5t/ha）. 

It is considered that maintaining rice productivity （2.5 t/ha）in the Laclo irrigation area is technically 
possible.  

According to the results of the 1st monitoring conducted in October 2012, 35 out of 79 farmers 
（44.3％）used the recommended varieties and the unit yield turned out to be 3.0 t/ha. Therefore, at the 
time of Mid-term Review, it was judged that productivity of the recommended varieties was maintained 
according to the indicator, although the rate of usage of the varieties was considered insufficient.  

According to the yield data available at the time of the Terminal Evaluation, the yield reached 3.28 
t/ha in the test plot of MAF Manatuto and satisfied the indicator.  

Meanwhile, the yield at a farmer’s field in Ihun We'en was 2.3 t/ha despite loss of yield caused by 
insects and diseases, and temporary suspension of irrigation water to the field.  

Therefore, taking these into consideration, it can be concluded that the maintaining rice productivity 
（2.5 t/ha）under normal conditions in the Laclo irrigation area is technically possible.  

  IRCS Rainy Season Cropping 

（2013.7） 

IRCS Dry Season Cropping 

（2014.1） 

Location Test Plot of MAF Manatuto Ihun We'en （Farmer’s FIeld） 

Cultivated Variety Nakroma Nakroma 

Productivity 3.28 （t/ha） 2.31 （t/ha） 

<Laclo Irrigation Scheme> Indicator 2: Cropping intensity of rice will be increased by 50％ 

It is considered that the cropping intensity of rice in the Laclo irrigation scheme has not increased, 
from site investigation and hearings from the C/Ps, the experts, and stakeholders.  

Retirement of farmers due to aging, lack of successors, and so on, are considered the underlying 
reasons. In addition, it is possible that rice imported from Vietnam, Thailand, etc., widely sold at 
reasonable price in the Timor-Leste market, impair the incentive of farmers to cultivate rice.   
<Other Irrigation Areas>Indicator: Rice productivity will be increased by 20 ％. 

Unit yield in the areas is 1.7 t/ha according to the 1st monitoring. Usage and unit yield of 
recommended varieties in the areas is 25.4％ and 1.9 t/ha, respectively. At the time of Terminal 
Evaluation, it is difficult to conclude whether the indicator has been satisfied or not, as there is no data 
available. However, as IRCS seems to be disseminating gradually, the rice productivity in “other 
irrigation areas” is expected to increase in the long term.  
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（2）Summary of Output Achievements 
Output 1: Capacity of MAF Manatuto Office to guide the farmers will be strengthened. 

Indicator 1-1: Times of guidance/training for officers （Technical and Extension）of MAF Manatuto 

Office （7 times）, and the number of participants （10 persons）. 

<Improved Rice Cropping System （IRCS）> 
Technical training was conducted 16 times with participation of 123 officers and 67 farmers.   

<Irrigation System> 
Technical trainings, “MAF Manatuto Officers Training on Irrigation” and “MAF Manatuto Officers 

and Farmers OJT”, were conducted 4 times and 29 times, respectively with participation of 111 officers 
and 398 farmers.   
Indicator 1-2: Times of monitoring to the farmers by officers （Technical and Extension）of MAF 

Manatuto Office （6 times）. 

As for irrigation, monitoring items for Laclo intake, sedimentation, water velocity, and water level 
were selected in November 2011 and have been measured on weekly basis. Sedimentation has been 
measured 47 times since March 2013. 

Meanwhile, monitoring of IRCS was conducted in October 2012 for the first time, but has not been 
conducted since then. 
Indicator 1-3: Preparation of extension materials （7 types）. 

5 flip charts and 7 video tutorials were prepared in July 2013 in addition to the 5 types of extension 
materials previously prepared. 
Indicator 1-4: Attendance at the trials of appropriate technologies （more than 6 times） 

Technical officers of MAF Manatuto together with farmers attended at the trials of appropriate 
irrigation technologies 29 times.  

Output 2: <Laclo Irrigation Scheme> Improved rice cropping system will be maintained. 

Indicator 2-1: The number of farmers who continuously adopt improved rice cropping system 

（80 ％ of farmers）. 

It is considered difficult that Indicator 2-1 will be satisfied in a short term. According to the 1st 
monitoring, 50％, 50％ and 80％ of 79 surveyed farmers answered they used quality seeds, practiced 
line transplanting and conducted weeding at least once. As monitoring has not been conducted since, it 
is difficult to judge whether the indicator 2-1 is satisfied or not. Dissemination is delayed partly due to 
change of social conditions such as aging of farmers, lack of successors, etc. 
Output 2: <Other Irrigation Areas> Improved rice cropping system will be adopted. 

Indicator 2-2: More than one （1）technical skill in improved rice cropping system will be adopted 

（340 farmers or 50％ of farmers）. 

According to 1st monitoring, 25％, 28％ and 31％ of 71 surveyed farmers answered they used 
quality seeds, practiced line transplanting and weeding at least once. Meanwhile, according to the 
follow-up study of 67 ex-IRCS trainees in February 2014, the figures are 88.9％, 44.4％, and 77.3％. 
Therefore, it is considered that farmers are gradually and steadily applying the IRCS in “other irrigation 
areas”.   
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Indicator 2-3: Distribution rate of quality seeds （10％ of farmers）. 

In 2012, 299 （23.0％）farmers obtained recommended varieties of IRCS. In 2013, 258 （19.8％）

farmers obtained quality seeds.   
Indicator 2-4: Times of training for farmers （10 times）, and the number of participants （100 

farmers）.  

Achievement according to the Indicator 2-4 is satisfactory. IRCS Farmers training was conducted 10 
times with 117 participants. 
Output 3: （Laclo Irrigation Scheme）Irrigation system will be properly maintained by Water Users' 

Association （WUA） 

Indicator3-1: Water is distributed according to the water distribution schedule. 

The Evaluation Team confirmed that there is a WUA regulation that stipulates rotational irrigation 
between the upper and lower areas of the main canal.   

However, as sufficient amount of water can be taken from the Laclo intake at the moment, there is no 
need to apply the rule to distribute water to farmers.  
Indicator3-2: Amount of sedimentation （decreased by 50％） 

During the 2012 rainy season, dredging was conducted several times per month. Meanwhile, 
dredging was conducted only 3 times in the rainy season of 2013. It is considered that the modification 
of Laclo intake structure by the Project （raising the height of foundation）was effective to reduce the 
sedimentation. 
Indicator3-3: Maintenance works conducted with appropriate technologies 

Maintenance works conducted with appropriate technologies under the Project include: raising 
foundation height of Laclo intake to reduce sedimentation, repair of farm roads by gabion, lining of 
canals, etc. These works are considered effective as maintenance works.  

Indicator3-4: Water fee collection rate （more than 70％）. 

According to the baseline survey, water fee collection rate was 67.4 （WUA members: 479, WUA 
members who paid the water fee: 323） 
Output 3: （Other Irrigation Areas）Through the trials of appropriate technologies, existing 

community （traditional）irrigation method will be improved. 

Indicator3-5: Times of training for appropriate technologies for community （traditional）irrigation 

（3 times）. 

For the community farmers, 19 hands-on trainings （ trials） for appropriate technologies were 
conducted with participation of 345 farmers. 
Indicator 3-6: Manual for appropriate technologies for community （traditional）irrigation. 

2 draft manuals for appropriate technologies for community （traditional）irrigation were prepared. 
In addition, “The Simple Manual for Maintenance of Irrigation Facilities （tentative title）” is under 
preparation and will be completed by August 2014. 
Indicator3-7: Number of trials of appropriate technologies （6 times and more） 

For the community farmers, 19 trials （hands-on trainings） for appropriate technologies were 
conducted with participation of 345 farmers. 
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3-2 Summary of Terminal Evaluation Results 
Evaluation results based on 5 evaluation criteria are as follows: 

（1）Relevance: High The Project is highly relevant with the Timorese development policies, and 
Japan’s aid policies, too. However, it should be pointed out that local communities’ needs to the 
Project has decreased due to change of social conditions such as aging of farmers. 

（2）Effectiveness: Moderate Achievement of Project Purpose is not sufficient; IRCS proved effective 
at the MAF test plot, but not at farmers’ field level because of limited dissemination. It is considered 
that crop intensity has not increased. 

（3）Efficiency: High. Both the Japanese and Timorese sides reasonably made input in general. 
However, Output2 （dissemination of IRCS）was not achieved sufficiently. 

（4）Impact: Some positive impacts （policy and technical aspects）are observed. No negative impacts 
have been observed so far. 

（5）Sustainability: Moderate There is a concern about budget arrangement by the Timorese side after 
the Project cooperation period. 

3-3. Factors promoting the production of effects 
3-3-1. Factors pertaining to planning 

No particular factors pertaining to planning were recognized. 
3-3-2. Factors pertaining to the implementation process 
(1) Improvement of information sharing among the Japanese experts and the Timorese C/Ps through 

various meetings, such as monthly meeting in Dili and weekly meeting in Manatuto. 

(2) Dispatch of the three （3）third country experts from Indonesia was effective to introduce rice 

cultivation and related techniques conducted in the neighboring country to Timorese C/Ps.  

3-4   Factors inhibiting the production of effects 
3-4-1. Factors pertaining to planning 
（1）When IRCP2 was formulated （2010）, farmers’ eagerness to cultivate rice was assumed, and the 
Project activities such as stabilizing irrigation water intake, dissemination of IRCS were relevant to the 
needs of the local communities of Manatuto.  

However, active agricultural population is decreasing as aging of farmers has been progressing in 
Manatuto. As a result, it is supposed that farmers’ dependence on rice cultivation in Manatuto area has 
decreased as compared when the Project started although promotion of domestic rice cultivation is 
highly needed from the standpoint of food self-sufficiency. 

（2）Some description of PDM （definition of terminologies, description of Outputs and related 
indicators, etc.）was not clearly made and caused confusion in implementing activities.  
3-4-2.  Factors pertaining to the implementation process 
（1）In rainy season, flood frequently occurs and causes damage to the irrigation and related facilities, roads and 
paddy fields, and hampered the progress of the Project. In addition, a part of the target areas, namely, Sumasse, 
Dirimane, and Rembor, is difficult to access due to lack of road network.  

3-5 Conclusion 
The Joint Evaluation Team conducted the Terminal Evaluation of the Project based on five evaluation 

criteria, through site inspection, interview to stakeholders （Timorese C/Ps, Japanese experts, and
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farmers, etc.）and a series of discussion with Timorese governmental officials.  
The Project was evaluated highly relevant with the Timorese development policy and Japan’s aid 

policy as well as strategy, at the time of Terminal Evaluation. As for Impact, some positive impacts 
were observed in terms of policy and technology. 

Meanwhile, delay of implementation of activities in the 1st half of the Project could not be 
completely made up even in the 2nd half of the Project. Although Output has been generated reasonably 
as a whole, dissemination of IRCS is delayed. It also should be pointed out that the 2nd monitoring of 
IRCS has not been conducted yet at the time of Terminal Evaluation. These issues affected the 
evaluation results of Effectiveness and Efficiency. Sustainability was evaluated moderate because of the 
concern about the future arrangement of budget by the Timorese side. 

Based on the analyses, it is considered difficult that the Project Purpose will be achieved by the end 
of the cooperation period stipulated in R/D （November 2014）.   

However, in the 2nd half of the Project cooperation period, improvement of communication among 
the Project stakeholders and strengthening of capacity of C/Ps through various trainings were found 
significant and it is expected that the Project activities will be accelerated from now on. 

Therefore, the Evaluation Team concluded it is appropriate that the Project will be extended one year 
until November 2015 to achieve the Project Purpose to a reasonable extent by addressing issues that 
were clarified at the Terminal Evaluation with emphasis on the dissemination of IRCS.  

3-6. Recommendations （Details are in the Chapter 5 of the Joint Evaluation Report） 
3-6-1.Extension of the Project Period 

There is a concern that the Project Purpose will not be achieved within the Project period. In order to 
attain the Project purpose, the Project Team should take further efforts to the following activities in 
close consultation with relevant authorities of the Government of Timor-Leste. 

 
1) Establishment of the dissemination structure of IRCS in the target area.  

2) Utilizing milling plant which was newly installed in MAF test plot, the development of postharvest 

technology and marketing strategy for rice should be tackled to increase farmers’ motivation for rice 

cultivation and develop commercialization of rice.  

In line with this, extension of the Project period until November 2015 is recommended. 
3-6-2. Revision of PDM  

New output and activities should be included in the Project for the development of postharvest 
technology and marketing strategy to achieve the Project Purpose. It is necessary that PDM will be 
revised and approved in the 6th JCC. See ANNEX 12 for proposed revision of PDM. 
3-6-3. IRCS and its Dissemination 

IRCS originally introduced in IRCP1 was taken over by the Project for further dissemination. 
However, the original IRCS has been not fully applied or disseminated among farmers in the target area 
although it is technically verified that it would contribute to increase of rice yield. On the other hand, 
IRCS is being modified applying new technologies （line marker, low-density planting and ratooning, 
etc.）with support of the third country experts. The Project Team is recommended to clarify the concept 
and elements of IRCS that can be accepted by farmers through trial and error for its smooth 
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dissemination as well as to plan dispatching a Japanese expert in order to supervise the strategy and 
output of IRCS.   
3-6-4. Monitoring System for IRCS 

Despite that regular monitoring is indispensable for the progress management of the Project, 
monitoring has not been conducted since the 1st monitoring in October 2012. Since the role of extension 
workers is crucial for the monitoring, they should conduct proper monitoring by visiting farmers 
regularly, which will contribute to the dissemination of IRCS. Basic information about the farmers in 
the Project area, such as the number of farmers, cultivated area, crops, yield, land ownership, and so on 
should be updated immediately. 
3-6.5. Water Users Association 

WUA is currently under the reconstruction due to the past internal conflict. If this condition persists, 
it will lead to the decrease in membership of the WUA and collection of water fee. To tackle with this 
problem, MAF Manatuto set up WUA reconstruction committee （the committee）. The committee 
should clarify the division of roles and ownership of the facilities between the government and WUA 
（farmers）taking into consideration of farmers’ participation. The Project Team should also give 
technical advice to the committee when necessity arises in order to bring the WUA’s activities on track 
as soon as possible.  
3-6-6. Maintenance of Irrigation Facility 

Some troubles are observed as for irrigation facilities of Laclo Irrigation Scheme. The most serious 
one is maintenance of intake on the main canal. Lot of budget, time and labor has been taken to dredge 
sedimentation. Since it is difficult to prevent sedimentation completely, more careful operation of the 
gates by a gatekeeper is the practical countermeasure to reduce the problem of sedimentation at the 
intake. The gatekeeper is requested to carry out thorough control of the gates by going to the intake to 
close the gates before rain starts to avoid inflow of sedimentation to the canal.  
3-6-7. Third Country Experts  

Indonesian experts, who have similar culture and language to Timor-Leste, are playing an important 
role in improving IRCS and its dissemination. It is an effective way to use the third country experts for 
transferring technology to the counterparts and farmers. The Project Team should continue to invite 
Indonesian experts for further development of IRCS.  
3-6-8. Postharvest and Marketing 

It is expected the rice milling plant set up in Laclo area in February 2014 will contribute to the 
improvement of market value of rice produced in Laclo area. In order to run the plant successfully, 
management structure should firstly be considered along with the policy for operation and management 
of the plant including future maintenance system. It is also necessary to avoid negative impacts on 
private rice milling sector. Japanese experts for postharvest technology and marketing should also be 
dispatched if necessary. 
3-6-9. Budget  

The outputs of the Project are to be maintained by the Timorese side with their ownership after the 
Project. As a large portion of the Project operation budget has been provided by JICA, Timorese 
Government should make possible efforts to secure budgets for achieving Overall Goal. The Project 
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should support MAF by informing the finance department of the importance and effectiveness of the 
Project and strengthen public relations activities about the Project. 

3-7 Lessons Learned  
3-7-1 Design of a project framework 

Economic and social issues, such as aging of farmers, establishment of pension system, increasing 
cash income opportunities other than farming and inexpensive imported rice in the market, influenced 
negatively on the motivation of farmers to develop rice cultivation.  

 It is pointed out as a lesson learned that a project should be designed with thorough consideration of 
the possible change of future social and economic conditions. 
3-7-2 Network among Concerned Agencies 

The Project has worked with MAF Manatuto Office and the district and sub-district governments in 
in addition to the central government of MAF. The Project personnel have closely coordinated with 
each other through the stakeholder networks at the field level on the day-to-day operations, while the 
overall supervision was provided by central MAF. The network has facilitated smooth implementation 
of the Project activities. From the experience, it is considered useful for a project that will be 
implemented in plural sites to strengthen the network among stakeholders at the field level, in addition 
to the institutional supervision by the central office. 
3-7-3 Promotion of the Third Country Cooperation 
During the Project implementation, due to the unavailability of the Japanese resources for transferring 
locally suitable technologies and difficulty of communication with the Timorese C/Ps in English, some 
activities of the Project were delayed. As a countermeasure to these problems, Indonesian expert was 
dispatched and successfully transferred innovated cultivation methods, simplified agricultural tools and 
extension materials utilizing multimedia, etc. As technical exchange among countries with similar 
cultural and natural environments is considered effective as exemplified by the Indonesian and 
Timorese case, it would be important to design the framework of a technical cooperation project taking 
into consideration utilization of the technical resources of neighboring countries, namely, the third 
country cooperation. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 目的 

終了時評価調査の目的は以下のとおりである。 
 
（1）プロジェクト開始（2010 年 11 月）以来のプロジェクトの進捗と成果をプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（version 2.0、PDM）と活動計画表（version 3.0、Plan of Operation：PO）

に照らして確認する。 
 
（2）東ティモール側と日本側の合同評価チームによって、プロジェクトを評価 5 項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、持続性）を用いて総合的に評価する。 
 
（3）残りのプロジェクト期間における進捗の促進をはかるために、プロジェクト終了までに解

決すべき課題・問題を明らかにし、関係者間で、将来のプロジェクトの方向性を議論し、ま

た、必要に応じて PDM と PO を修正する。 
 
（4）評価調査結果に基づいて、合同評価報告書を含む協議議事録（M/M）を作成し、東ティモ

ール側と合意する。 
 
１－２ 日程 

終了時評価調査は、2014 年 3 月 7 日から 3 月 27 日にかけて実施された。日程は付属資料 1 に

示すとおりである。 
 
１－３ メンバー 

終了時評価調査は、日本側、東ティモール側の合同評価チームによって実施された。双方のメ

ンバーは以下のとおりである。 
 
日本側 

担当分野 氏 名 所 属 等 

団長/総括 佐藤 武明 JICA 国際協力専門員 

農業政策 西村 美彦 琉球大学客員教授 

灌漑・水利組織 平良 和史 農林水産省 農村振興局 整備部 設計課

課長補佐 

計画管理 山根 誠 JICA 農村開発部 水田地帯第一課企画役 

評価分析 東野 英昭 （株）レックス・インターナショナル シニ

アコンサルタント 
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東ティモール側 
担当分野 氏 名 所属等 

総括 Mr. Bonifacio da Conceicao 農業水産省灌漑水管理局水管理部 職員 

メンバー Mr. Boaventura F. S. Soares 農業水産省 農業園芸局 職員 

メンバー Mr. Andre Freitas 農業水産省政策計画局 モニタリング・評価

部職員 
メンバー Mr. Antonio da Silva Soares マナツト郡長 

 
１－４ 評価手法 

１－４－１ 評価デザイン 
評価デザインは、最新のPDM （version 2.0）とPO （version 3.0）に基づいて作成し、評価

グリッド（付属資料4）として示すとおりである。 
 

１－４－２ データ収集法 
日本側、ティモール側双方が､合同で文献調査、現場視察、ティモール側政府関係者及びプ

ロジェクト関係者へのインタビューを通じてデータ及び情報を収集した。 
 

１－４－３ 分析方法 
（1）プロジェクトの達成状況 

収集したデータ･情報を、PDM の指標に基づいて検証し、投入、アウトプット、プロジ

ェクト目標の達成状況を分析した。 
 

（2）実施プロセス 
プロジェクトの実施プロセスは、収集したデータ･情報を、主に PO に基づいて検証し、

活動が予定どおり行われたか、管理方法が適切であったか､促進･阻害要因は存在したか、

などについて分析した。 
 

（3）評価5項目による評価 
以下に示す評価 5 項目によってプロジェクトの評価を取りまとめ、結論、提言、教訓を

導いた。 
 

評価 5 項目の定義 
妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と 日本側の政策との整合

性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で実施す

る必要があるか等の「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う。 
 

有効性（プロジェクト目標達成度） 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの
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か（あるいは、もたらされるのか）を問う。 
 
効率性 

主にプロジェクトの投入と成果の発現の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいはされるか）を問う。投入の質・量・タイミングと、成果の発現に結びついてい

るかどうかを中心に検証する。 
 
インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見る視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
 
持続性 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ 背景 

2002 年 5 月に独立した東ティモール共和国（以下、「東ティモール」と記す）は、就業人口の

86％が農林水産業に従事し、その生計を主に農業に依存している。しかし、1999 年の政局混乱に

伴う農業人口の流出、一部灌漑施設の破壊、公共及び民間サービスの停止等が原因で農業生産性

が低下している。その結果、同国の主要食用作物のうち、トウモロコシ、キャッサバは国内生産

でほぼ賄っているが、コメは国内需要を満たしておらず、水田のコメ生産量は全国平均で約 1.5t/ha
（籾ベース）と他の東南アジア諸国に比べ低い。 

マナツト県はバウカウ、ボボナロ、ビケケ県等と並んで水稲栽培の大きなポテンシャルを有し

ており、灌漑稲作が広く行われている国内有数のコメ作地である。ラクロ灌漑施設はポルトガル

時代の 1960 年代に建設され、インドネシア政府によって修復されたが、1996 年の洪水による被

害を受けた後はほとんど使用できない状況となっていた。 
独立後の同国へのコメ生産性改善に係る支援として、わが国は緊急無償資金協力を実施し、同

灌漑施設（660ha）の修復を行い、開発調査「農林水産業開発調査」により中期総合農業開発計

画を策定し、同地区において実証プロジェクトを実施した。かかる経緯を受け、東ティモール政

府は灌漑農業と穀物生産の持続性を確かなものとするため、わが国に対して、上記ラクロ灌漑施

設を活用したコメの生産性向上と水利組織の強化を主な内容とする技術協力プロジェクトの実

施を要請し、これを受けて 2005 年 6 月から 2010 年 3 月まで「マナツト県灌漑稲作プロジェクト」

を実施した。 
同プロジェクトでは、収量向上を目的に、水利組合への支援と共に栽培方法や種子生産の改善

に対する取り組み活動を行った結果、周辺地域への波及可能な栽培方法や種子生産についての有

効な方法が見出される等、生産基盤の構築が図れた。しかしながら、本プロジェクト成果を彼等

自身で持続的に発展させるためには、更なる能力の向上を図る必要性があること、更に、隣接す

る周辺灌漑地区（マララハン、サウ、スマセ、レンボール、ディリマネ）を含めた合計 860ha へ

のプロジェクト成果の拡大をめざした「マナツト県稲作灌漑プロジェクト（フェーズ 2）」を要請

してきた。 
JICA は、2010 年 5-6 月に詳細計画策定調査を実施し、2010 年 8 月 10 日に R/D に署名、2010

年 11 月から 2014 年 11 月までの 4 年間の計画でフェーズ 2 プロジェクトを開始した。 
本プロジェクトは、現在、2 名の長期専門家（チーフアドバイザー／灌漑水管理、業務調整／

研修）を派遣中であり、農業水産省（Ministry of Agriculture and Fisheries：MAF）灌漑管理局、農

業園芸局、農業コミュニティ開発支援局をカウンターパートとし、マナツト県農業事務所におけ

る農民指導体制強化、IRCS の普及、WUA による灌漑システム維持管理体制強化にかかる活動を

行っている。 
2012 年 11 月に実施された中間レビューでは、中間時点までの実績を確認して 5 項目評価を実

施し、専門家とカウンターパートの情報共有の改善、改良稲作システムの啓発促進と研修体制の

強化などの提言を行った。 
2014 年 3 月、8 カ月後のプロジェクト終了を控え、これまでのプロジェクト活動の実績、成果、

中間レビューの提言への対応などを確認し、5 項目評価を実施するとともに、終了までのプロジ

ェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として



 

－5－ 

終了時評価が実施された。 
 

２－２ プロジェクトの概要 

PDM（version 2.0）に基づくプロジェクトの概要は以下に示すとおりである。 
 
上位目標 改良された灌漑稲作システムが、東ティモールのほかの灌漑地区にも適用

される。 
プロジェクト目標 プロジェクト対象地区におけるコメの生産性が改善する。 
アウトプット 
（成果） 

1．農業水産省マナツト県農業事務所における農民指導体制<*1 が強化され

る。 
ラクロ灌漑地区 ラクロ灌漑地区外 

2．改良稲作システム<*2 が持続的に

機能する<*3。 
2．改良稲作システムが適用される。

3．水利組合による灌漑システムが

適正に維持<*4 される。 
3．伝統的灌漑手法<*5 が、現地適応

型技術の試行を通じて改善される。

<*1：「農民指導体制」とは、東ティモール農業省が農民に対して改良稲作システム及び灌漑システムの指導を行うために必要

な指導体制基盤を意味する（農業技術普及体制）。 
<*2：改良稲作システム：フェーズ 1 で確立された稲作システム。圃場準備（均平作業）・除草・条植え、優良種子利用から構

成される。 
<*3：持続的に機能する：「持続的に機能する」とは、プロジェクト対象農民により、圃場準備・除草・条植え、優良種子生産

が継続して実施されている状態を言う。 
<*4：水利組合による適切な配水、維持管理を意味する。 
<*5：東ティモールにおける灌漑施設は 3 タイプに分類される（テクニカル灌漑、セミーテクニカル灌漑、伝統的灌漑）。ラク

ロ灌漑地区はセミーテクニカル灌漑、ラクロ灌漑地区外は伝統的灌漑である。 

 
活動については PDM 及び PO に記述するとおりである。 

 
２－３ 協力期間 

・ 4 年間（2010 年 11 月 23 日から 2014 年 11 月 22 日） 
 
２－４ 実施機関 

・ 東ティモール 農業水産省 灌漑水管理局 
 
２－５ 対象地域 

・ ナツト郡の灌漑地区（ラクロ灌漑地区、マララハン、サウ、スマセ、レンボール、ディリ

マネ各地区） 
 
２－６ ターゲットグループ 

・ マナツト郡において灌漑施設を利用する農家（約 1,300 戸の農家世帯）、技術職員（3 名）、

普及員（8 名） 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
３－１ 実績 

３－１－１ 投入 
    

日本側投入 
 

（1）専門家配置 
2014 年 2 月末までの時点で、9 名の日本人専門家（長期専門家 4 名と短期専門家 5 名）、

インドネシア人専門家（短期専門家）3 名が派遣された（付属資料 5）。 
（2）現地業務費支援 

2014 年 2 月末までに日本側が負担した現地業務費はおよそ 4,000 万円（391,836 米ドル）

である。 
（3）海外研修 

カウンターパートの能力向上による円滑なプロジェクトの実施を可能とするため、海外

（本邦及びインドネシア）での研修が実施された。これまで、本邦研修には 12 名、イン

ドネシア研修には 18 名が派遣された。 
 

本邦研修 

No. 研修員氏名 研修コース 研修期間/受け入れ先 

1 
Mr. Leoneto Pedro 
Hornay 

農民主導普及手法研修 
2011 年 4 月 4 日〜4 月 29 日 
帯広畜産大学 

2 Mr. Abel Soares D. C. 
灌漑・排水のための施設維

持管理と水管理 
2012 年 1 月 8 日〜2 月 8 日 山
形県 

3 Mr. Deolindo de Oliveira 
国別特設研修「参加型灌漑

管理システム」 
2012年 9月 6日〜9月 28日 JICA
北海道センター 

4 
Mr. Francisco Antonio 
X. D. C. 

- 同上 - - 同上 - 

5 Mr. Alexio da Silva＜* - 同上 - - 同上 - 
6 Mr. João Soares＜* - 同上 - - 同上 - 

7 Mr. Martinho L. Soars 
国別特設研修「稲作と灌漑

管理」 
2013 年 9 月 23 日〜10 月 4 日

JICA 横浜 

8 
Mr. Leoneto Pedro 
Hornay 

- 同上 - - 同上 - 

9 Mr. Tiago de Carvalho - 同上 - - 同上 - 
10 Ms. Clara D. Silva - 同上 - - 同上 - 

11 
Mr. Jose Manuel Monz 
da Silva 

- 同上 - - 同上 - 

12 
Mr. Nivio S. L. D. 
Reissureição 

- 同上 - - 同上 - 

＜* Traditional water guard 
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インドネシア研修 

No. 研修員氏名 研修コース 研修期間/受け入れ先 

1 
Agostinho De Castro 
Borromeu 

灌漑と水利用組合管理 2013 年 11 月 3 日〜11 月 10 日/
クティンダン国立農業研修セン

ター（農業普及･人材開発庁） 
2 Marques Acacio - 同上 - - 同上 - 

3 
Xavier De Carvalho 
Francisco Antonio 

- 同上 - - 同上 - 

4 Sako Jose Arui Barreto - 同上 - - 同上 - 
5 Soares João - 同上 - - 同上 - 
6 Domingos Da Costa João - 同上 - - 同上 - 

7 
De Araujo Ricardo 稲作普及（稲作･家畜飼育） 2013 年 11 月 9 日〜11 月 17 日/

クパン国立農業研修センター

（農業普及･人材開発庁） 
8 Brondizio Soares Lorenҫo - 同上 - - 同上 - 
9 Da Costa Lopes Santiago - 同上 - - 同上 - 

10 Lucio Gusmão Eduardo - 同上 - - 同上 - 
11 Mauleki Soares João - 同上 - - 同上 - 
12 Leoneto Pedro Hornay - 同上 - - 同上 - 
13 Da Cruz Gil Rangel 農業機械 2013 年 11 月 17 日〜11 月 24 日/

セルポン農業機械研究開発セン

ター 
14 De Oliveira Deolindo - 同上 - - 同上 - 
15 Gomes Floriano - 同上 - - 同上 - 
16 Soares Filomeno - 同上 - - 同上 - 
17 Soares Dos Reis Carlito 

Bartolomeu 
- 同上 - - 同上 - 

18 Da Silva Marcos - 同上 - - 同上 - 
 

（4）機材供与 
2014 年 2 月末までに、合計 494,790 米ドル〔約 5,050 万円（換算比率 1.00 米ドル=102.00

円）〕が、現在までに供与された。供与機材の内訳は付属資料 6 に示すとおりである。 
 

東ティモール側投入 
（1）C/P の配置 

現在、中間レビュー時と比較して 5 名多い、24 名の C/P（ディリ：3 名、マナツト：21
名）が配置されている。C/P のリストは付属資料 7 に示すとおりである。 

 
（2）現地業務費負担 

ティモール側は、カウンターパートの給与、専門家執務室の光熱費等を負担した。東テ

ィモール側が､プロジェクトに支出した金額のみを分離して提示することは難しいため、

マナツト県農業事務所の 2010 年〜2014 年の年間予算を参考のために以下の表に示す。
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マナツト県農業事務所年間予算（USD） 

No. 費目 FY.2010 FY.2011 FY.2012 FY.2013 FY.2014 合計 

1 Salary 
Received 
Budget 

216,320 510,287 162,000 244,000 249,000 1,381,607

Expenditure 148,056 148,572 146,828 207,000 665,628

2 
Goods and 
Services 

Received 
Budget 

171,000 35,000 36,000 242,000

Expenditure 68,264 361,715 171,000 57,000 657,979

3 Minor Capital 
Received 
Budget 

0 0 0 0 0 0

Expenditure 0 0 0 0 0 0

4 
Development 

Received 
Budget 

0 0 0 0 0 0

（Infrastructure） Expenditure 0 0 0 0 0 0

5 
Operational 
Budget
（Manatuto） 

Received 
Budget 

68,264 42,000 35,000 148,000 154,000 447,264

Expenditure 68,264 42,000 35,000 148,000 293,264

6 
Additional 
Operation Cost 

Received 
Budget 

8,000 11,000 
 

19,000

Expenditure 8,000 11,000 19,000
Total Budgetary Plan 284,584 552,287 368,000 427,000 439,000 2,089,871
Total Received Budget 284,584 552,287 376,000 438,000 439,000 2,089,871
Total Expenditure 284,584 552,287 376,000 423,000 0 1,635,871
Balance of Fiscal Year 0 0 0 15,000 439,000 454,000

＜*：FY.：会計年度（1 月から 12 月） 

 
2010 年から 2014 年までの年間予算の総額は、およそ USD 209 万ドルで、年度当たりの

平均予算額は、41.8 万米ドル（およそ 4,260 万円）である。 
 

（3）施設と機材 
東ティモール側により、ラクロ灌漑地区内に、試験圃場や、展示圃場の土地を提供して

いるほか、マナツト県農業事務所内に、日本人及びインドネシア人専門家執務スペースと

して、3 部屋（本館に 1 室及び別棟に 2 室）が手当てされている。また、同農業事務所内

の倉庫が 2013 年 9 月に改修され、農民研修センター（研修人数 30 名）として利用されて

いる。改修のための資材（セメントや砂など）は東ティモール側が負担した。 
 

３－１－２ アウトプットの達成状況 
（1）達成状況全般 

終了時評価時点でのアウトプットの達成状況は、全体としては、おおむね妥当なもので

ある。 
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アウトプット 1：農業水産省マナツト県農業事務所における農民指導体制が強化される。 
マナツト県農業事務所の「農民指導体制」は本邦研修、インドネシア研修を含めた様々

な研修の実施を通じて強化されたことを確認した。今後、県農業事務所職員の自発的なプ

ロジェクトへの積極的な活動への参加が期待される。  
 

アウトプット 2： 
＜ラクロ灌漑地区＞改良稲作システムが持続的に機能する。 
＜ラクロ灌漑地区外＞改良稲作システムが適用される。 

ラクロ灌漑地区における改良稲作システムの定着と継続、「ラクロ灌漑地区外」（レンボ

ール、スマセ、ディリマネ、マララハン、サウの 5 地区）における改良稲作システムの普

及は計画に対し遅れている。しかし、「ラクロ灌漑地区外」では、普及が徐々に進む兆し

が伺える。後述するが、プロジェクト対象地域における社会条件の変化が、普及の遅れの

原因の 1 つであると考えられる。また、プロジェクトの協力期間前半で C/P がフルタイム

でプロジェクト活動に専念できなかったこと等による活動の遅れが、協力期間の後半では

改善されたものの、完全には挽回できなかったという面も否定できない。 
 

アウトプット 3： 
＜ラクロ灌漑地区＞水利組合による灌漑システムが適正に維持される。 
＜ラクロ灌漑地区外＞伝統的灌漑手法が、現地適応型技術の試行を通じて改善される。 

ラクロ灌漑システムの維持管理及び、現地適応型技術の試行を通じたラクロ灌漑地区外

の伝統的灌漑手法の改善に関して、東ティモール側 C/P と農民への技術移転が十分に行わ

れたことを確認した。水利組合に関しては、2013 年 5 月以降、水利組合再建委員会による

再建のための準備が進められている。  
アウトプットの指標毎の達成状況については、以下に示すとおりであるが、幾つかの指

標については、データ･情報の不足により定量的な判断が困難であった。 
 

（2）指標によるアウトプットの達成状況 
 

アウトプット 1：農業水産省マナツト県農業事務所における農民指導体制が強化される。 
    

指標 1-1：農業水産省職員普及員向けの研修回数（7 回）と受講人数（10 名） 
＜改良稲作分野（IRCS）＞ 

下表に示すとおり、マナツト県農業事務所職員（普及員と栽培担当職員）に対する技術

研修が 16 回実施された。 
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マナツト県農業事務所職員向け IRCS 研修 

Nos. 実施日 タイトル 内容 実施場所 
参加者 

職員 農民

1 
May. 23, 
2011 

IRCS 実習 条植え 
Hatusadan demo. 
plot 

11  

2 Jul. 5, 2011 IRCS 実習 除草 
Hatusadan demo. 
plot 

8  

3＜* Oct. 6, 2011 IRCS 職員研修（講義）
苗床/均平作業/田
植え 

MAF Manatuto 
Office 

4  

4 
Oct. 10, 
2011 

第 1 回 IRCS 研修（実

習） 
苗床/田植え 

MAF Manatuto 
plot 

10 10 

5 
Oct. 11, 
2011 

IRCS 職員研修（講義）除草 
MAF Manatuto 
Office 

4  

6 
Oct. 26, 
2011 

第 2 回 IRCS 研修（実

習） 
除草/均平作業 

MAF Manatuto 
plot 

7 8 

7 Nov. 9, 2011 IRCS 職員研修（講義） IRCS 全般 
MAF Manatuto 
Office 

4  

8 
Nov.16, 
2011 

第 3 回 IRCS 研修（実

習） 
IRCS 全般 Malarahun 4 11 

9 Feb.19, 2013 簡易農機具 改良条植え器具 MAF demo.plot 2 20 

10 
Feb. 21, 
2013 

簡易農機具 改良条植え器具 MAF demo.plot 2 11 

11 
Apr. 17, 
2013 

土壌テスト 
土壌テストキッ

ト 
Rembor 8  

12 
Jun. 23, 
2013 

坪狩り 坪狩り MAF Test Plot 5  

13 
Jul. 2- Jul. 3, 
2013 

普及員向け IRCS 研修 IRCS 研修 MAF Test Plot 7  

14 Sep. 4, 2013 ヒコバエ栽培（講義） ヒコバエ栽培 
Farmers’ 
Training Center 

22  

15 
Sep. 18, 
2013 

ヒコバエ栽培（農民の

見学） 
ヒコバエ栽培 MAF Test Plot 15 7 

16 
Nov. 26-27, 
2013 

農民組織化 農民組織 
Farmers’ 
Training Center 

10  

合計 123 67 
＜* 講義と実習で合わせて 1 回として計上。 

 
なお、これに加えて、マナツト県事務所の普及員を対象とした「能力開発研修」が 2013

年に 4 回実施されている。  
 

＜灌漑分野＞ 
「マナツト県農業事務所職員灌漑技術研修」及び「マナツト県農業事務所職員と農民対

象 OJT」が、それぞれ、4 回、及び 29 回実施された。 
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マナツト県農業事務所職員灌漑技術研修 

No. 実施日 タイトル 内容 実施場所 参加者 

1 
Aug. 22- 
29, 2011 

ラクロ堆積調査 堆積分析 ラクロ 10 

2 
Nov.10, 
2011 

ラクロ頭首工技術試

行 
フトン篭による堆積防止 ラクロ 12 

3 
Sep. 22, 
2011 

灌漑 技術試行 支線水路の改修技術 
ラクロ及びラ

クロ以外 
4 

4 
Dec. 5, 
2011 

取水工施設堆積コン

トロール 
堆積防止 

ラクロ及びラ

クロ以外 
10 

合計 36 
 

マナツト県農業事務所職員と農民対象灌漑 OJT 

No 実施日 タイトル 内容 実施場所 
参加者 

職員 農民

1 Mar. 2, 2011 大型土嚢の設置 
土嚢による取水口の設

置試験 
Sau 2 8 

2 Mar. 30, 2011 導水堤の設置 
河川締切による伝統的

導水堤の再設置大型 
Sumasse 3 17 

3 May.18, 2011 布団籠試験施工 
土砂による布団籠設置

の試験施工 
Office 2 28 

4 Oct. 27, 2011 
取水口、洗掘防止工

試験施工 
布団籠試験施工 
取水口水制工試験施工

Malarahun 1 11 

5 Feb.14, 2012 
取水口、導水堤試験

施工 

水制工と取水口の組み

合わせによる取水方向

の変更による流速低減

の試験施工 

Sau（Dirol 1） 3 19 

6 Feb. 17, 2012. 法肩水路の復旧 
法面崩壊部の法肩水路

の復旧を布団籠により

実施。 

Sumasse
（Ilatum） 

3 17 

7 Feb. 23, 2012 
河川本流の布団籠設

置（本流の変更の試

み） 

布団籠の設置により離

れた本流を取水口側へ

変更した。 
Malarahun 3 34 

8 Mar. 21, 2012 
水制工設置による取

水試験施工 

取水口上下流に水制工

を設置し取水流速の低

減と水位確保を図っ

た。 

Sau（Dirol 1） 3 15 

9 Apr. 20, 2012 
水制工設置による水

田浸食防止 
水制工設置による浸食

防止 
Sau（Dirol 3） 1 25 

10 
Jun. 25-Jul. 3, 
2012 

地盤改良による水制

工の耐久性強試験 
河床下に大型土嚢を埋

設し上部に布団籠を設

置 
Sau（Sau） 18 69 

11 Jul. 13, 2012 管理道路の補修 
蛇籠による維持管理道

路の補修 
Laclo  1 9 
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12 Nov. 6, 2012 
試験施工：水制工設

置による取水 

水制工の取水工上下流

設置による流速の抑制

と水位の維持 
Dirimane 5 74 

13 Nov. 26, 2012 土水路の維持管理 
水路のコンクリートラ

イニングによる補修 
Laclo
（Mataes） 

1 2 

14 Dec. 3, 2012 農道の強化 蛇籠による農道の補修
Laclo
（Mataes） 

1 6 

15 Dec. 6, 2012 浸水路の建設 
小型掘削機による水路

の建設 
Laclo （ Ihun 
We’en） 

1 4 

16 Jan. 6, 2013 
ラクロ取水工堆積対

策 
金属製ゲートによる堆

積削減 
Laclo Intake 5 23 

17 Jan. 2, 2013 浚渫 小型掘削機による浚渫
Dirimane
（Askuak） 

1 3 

18 Jan. 29, 2013 浚渫 同上 
Laclo
（Kwibadon） 

1 3 

19 Feb. 1, 2013 浚渫 同上 
Rembor
（Imaledolar） 

1 5 

20 Feb. 4, 2013 浚渫 同上 
Rembor
（Naleut-1） 

1 3 

21 Feb. 6, 2013 浚渫 同上 
Rembor
（Naleut-2） 

1 3 

22 Feb. 25, 2013 水路維持管理と浚渫

水路のコンクリートラ

イニングとパイプによ

る補修 

Sumasse
（Ilatum） 

1 5 

23 Mar. 7, 2013 土水路の維持管理 蛇籠による水路の補修 Sau（Dilor-1） 1 4 
24 Apr.17, 2013 浚渫 小型掘削機による浚渫 Sau（Dilor-1） 1 4 

25 Jan.16, 2014 
ラクロ取水工堆積対

策 
木製ゲートによる堆積

削減 
Laclo Intake 3 1 

26 Jan. 17, 2014 
ラクロ取水工堆積対

策 
小型掘削機による浚渫

Laclo（Wesor 
Naro） 

3 3 

27 Jan. 30, 2014 
ラクロ取水工堆積対

策 
同上 

Laclo （ Ihun 
We’en） 

3 1 

28 Feb.10, 2014 
ラクロ取水工堆積対

策 
同上 

Laclo （ Hatu 
Wai） 

4 1 

29 Feb.18, 2014 
ラクロ取水工堆積対

策 
同上 

Dirimane
（Askuak） 

1 1 

合計 75 398
 

指標 1-2：農業水産省職員/普及員による農家のモニタリング回数（6 回） 
IRCS の定着、導入に関する農家のモニタリングは、第 1 回目が 2012 年 10 月に実施さ

れたが、それ以降は実施されていない。灌漑分野のモニタリングはラクロ取水工のモニタ

リング項目（堆積、流速、水位）が 2011 年 11 月に定められ、それ以降、基本的に週 1 回

のペースで計測が続けられている。取水工地点の堆積については、2013 年 3 月以降、47
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回の計測がなされている。  
 

指標 1-3：農業水産省職員/普及員向け普及材料の作成（7 種類） 
プロジェクトの前半では、5 種類の教材が作成されている（第 1 フェーズの教材を改訂

した苗床作成、圃場均平、条植えに関する教材、現地適応化灌漑技術、モニタリング） 
これらに加えて、普及員向け教材として、2013 年 7 月に、5 種類のフリップチャートと

10 種類のビデオ教材が第三国専門家（インドネシア人専門家）により作成された。 指標

1-3 は達成された。 
 

フリップチャート 

 チャートのタイトル 
1 IRCS 優良種子の利用 
2 IRCS 圃場の均平作業 
3 IRCS 条植え 
4 IRCS 除草 
5 予備試験 

 
IRCS ビデオ教材 

No. タイトル 上映時間 No. タイトル 上映時間 
1 種子選択 10’36” 6 条植え 10’06” 
2 発芽試験 09’08” 7 除草 04’27” 
3 籾殻によるくん炭

生産 
03’04” 8 土壌試験キット 12’37” 

4 Dapog（籾殻くん炭

利用）苗床 
05’50” 9 LCC（Leaf カラー

チャート） 
06’07” 

5 代掻き 05’43” 10 坪狩り 10’19” 
 
指標 1-4：適正化技術による試験施工への参加回数 6 回以上 

指標 1-1 の部分でも述べたが、マナツト県農業事務所の灌漑担当技術職員は農民と共に､

29 回の試験施工に参加している。  
 

アウトプット 2：＜ラクロ灌漑地区＞改良稲作システムが持続的に機能する。 
    
指標 2-1：改良稲作システムを継続採用する農家数（80％） 

モニタリングが 2012 年 10 月以降実施されていないため、普及の現況が定量的には把握

できないが、2012 年 10 月に実施された第 1 回モニタリングの結果と、終了時評価での現

場視察、関係者からの聞き取り結果から、指標の達成は難しい状況と思われる。 
ベースライン調査では、調査対象 256 農家の中で、優良種子、条植え、少なくとも 1 回

の除草を実施している農家の割合は、それぞれ、80％、79％、86％であった。一方、79 農

家を対象とした第 1 回モニタリングでは、50％、50％、80％で、指標の設定数値に対して、

圃場の均平（100％）を除いては、IRCS の定着は十分であったとは言い難い。 
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2014 年の 2 月末には、過去の IRCS 研修参加農家の追跡調査が行われ、優良種子の使用

率、条植え、除草についての割合は、100％、60％、60％となっている。 
 

ベースライン調査と第 1 回モニタリングの結果 

 ベースラインサーベイ 
（2011.7-2011.10）＜*1 

IRCS モニタリング

（2012.10）＜*2 
地域

調査項目 
ラクロ灌漑地区 ラクロ灌漑地区 

使用した IRCS 推奨 4 品種の割合 80％ 50％ 
塩水洗の実施割合 n.a. 0％ 
均平作業割合 n.a. 100％ 
代かき（3 回）割合（トラクター及

びハンドトラクター利用の場合は

砕土作業回数含む） 
n.a. 86％ 

条植え移植普及割合 79％ 50％ 
除草普及割合 86％ 80％ 

＜*1：サンプル数; 256  ＜*2：サンプル数; 79  

 
アウトプット 2：＜ラクロ灌漑地区外＞改良稲作システムが適用される。 
    
指標 2-2：改良稲作システムのうちの少なくとも 1 つ以上の技術が農家採用された数また

は割合（農家数 340 戸、または農家の 50％） 
ベースライン調査では、調査対象 85 農家の中で、59％、35％、90％が優良種子、条植

え、最低 1 回の除草を実施している。71 農家を対象とした第 1 回モニタリングでは、それ

ぞれ、25％、28％、31％であった。 
他方、67 名の IRCS 研修生を対象とした追跡調査では、これらの数字は、 89％、44％、

77％である。ラクロ灌漑地区外では、徐々にではあるが、着実に、IRCS の採用が広がる

兆しが見える。  
 

ベースライン調査・第 1 回モニタリング･IRCS 研修生追跡調査結果 

 ベースラインサーベ

イ 
（2011.7-2011.10）＜*1

IRCS モニタリング

（2012.10）＜*2 
IRCS 研修生追跡調

査 
（2014.2）＜*3 

地域 
調査項目 

ラクロ灌漑地区外 ラクロ灌漑地区外 ラクロ灌漑地区外

使用した IRCS 推奨 4 品種の

割合 
59％ 25％ 75％ 

塩水洗の実施割合 ―― 0％ 89％ 
均平作業割合 ―― 100％ 55％ 
代かき（3 回）割合（トラクタ

ー及びハンドトラクター利用

の場合は砕土作業回数含む） 
―― 95％ ―― 
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条植え移植普及割合 35％ 28％ 44％ 
除草普及割合 90％ 31％ 77％ 

＜*1：サンプル数；85 ＜*2：サンプル数; 71 ＜*3：調査対象者数；67 

 
指標 2-3：推奨品種の優良種子の配布割合（10％） 

優良種子の配布は、マナツト県農業事務所によって実施されている。農業事務所の職員

から得たデータによれば、2012 年度と 2013 年度の優良種子配布の実績は以下のとおりで

あり、指標 2-3 は達成された。 
 

優良種子配布状況（2012） 

品種 配布対象

農家の数 
配布量合計

（kg） 
対象農家の

圃 場 面 積

（ha） 

単位面積当

たりの平均

配布量 
（kg/ha） 

農 家 当 た り

の配布量 
（kg/person）

Nakroma 2,369 119 122.3 19.4 19.9 

Barito 2,358 120 121.7 19.4 19.7 

Membrano 816 41 43.8 19.8 19.9 

IR64 365 19 18.9 19.3 19.2 

合計 5,908 299 306.7 19.3 19.8 

 
2012 年には 299（23.0％）の農家が IRCS の推奨品種の種子（Nakroma, Barito, Membrano, 

and IR64）を得ている。2013 年には、下の表に示すように、258（19.8％）の農家が優良種

子を得ている。  
 

優良種子配布状況（2013） 

品種 配布対象農

家の数 
配布量合計

（kg） 
対象農家の

圃 場 面 積

（ha） 

単位面積当

たりの平均

配布量 
（kg/ha） 

農家当たり

の配布量 
（kg/person）

Nakroma 2,110 75 94.2 22.4 28.1
Chiherang＜*1 6,905 183 256.5 27.0 37.7
合計 9,015 258 350.7 19.3 19.8

＜*1：新たに東ティモール政府が導入した優良品種 

 
指標 2-4：農家向けの研修回数と参加人数（10 回、100 名） 

農家を対象とした IRCS の研修は、サウ、マララハン、ラクロ（マナツト県事務所の試

験圃場）で 4 回行われ、参加人数は延べ 50 名となった。これに、マナツト県農業事務所

の普及員向け研修に参加した農民（6 回、計 67 名）を加え、研修回数は合計 10 回、参加

人数は延べ 117 名となり、指標 2-4 は満たされている。 
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改良稲作システム（IRCS）農家向け研修 

研修タイトル 内容 実施日時 開催場所 参加者 
第 1 回 IRCS 研修 苗床 2012.3.27 Malarahun 12 
第 2 回 IRCS 研修 条植え 2012.3.28 Sau 17 
第 3 回 IRCS 研修 条植え 2012.4.19 Malarahun 15 
第 4 回 IRCS 研修 条植えと農機具作り 2012.10.23 MAF Plot 6 

合計 50 
 

改良稲作システム（IRCS）農家向け研修＜* 

Nos. Title Contents 
Date of 
Training 

Location 
Participants

Farmers 

1 第 1 回 IRCS 研修（実習） 苗床/田植え 2011.10.10 
MAF 
Manatuto plot 

10 

2 第 2 回 IRCS 研修（実習） 除草/均平作業 2011.10.26 
MAF 
Manatuto plot 

8 

3 第 3 回 IRCS 研修（実習） IRCS 全般 2011.11.16 Malarahun 11 

4 簡易農機具 
改良条植え器

具 
2013.2.19 

MAF 
demo.plot 

20 

5 簡易農機具 
I 改良条植え器

具 
2013.2.21 

MAF 
demo.plot 

11 

6 
ヒコバエ栽培（農民の見

学） 
ヒコバエ栽培 2013.9.18 MAF Test Plot 7 

合計 67 
＜* マナツト県農業事務所職員と参加した研修の農民の参加数を抜粋 

 
アウトプット 3：＜ラクロ灌漑地区＞水利組合による灌漑システムが適正に維持される。 
指標 3-1：配水計画に基づいた配水の実施 

評価チームは、WUA の規定の中に、幹線水路の上流と下流間でのローテーション灌漑

による配水計画の存在を確認した。現状では、ラクロ取水工で灌漑区全域をカバーするだ

けの流量が取水されている。 
 

指標 3-2：堆積量が 50％減少する。 
2012 年の雨期には、月に数回の浚渫が実施されていた。一方、2013 年の雨期全体を通

じた浚渫回数は 3 回に減少した。プロジェクトによる取水工改修（取水口敷高上げ）が堆

積量の減少に有効であったものと考えられ、指標 3-2 は達成された。 
 

指標 3-3：地区内で現地適応型技術による補修が行われる。 
現地適応型技術による補修作業は、堆積量抑制のための取水工敷高嵩上げ、蛇籠工（ガ

ビオン）による農道の補修、水路のライニングなどがある。これらの補修は、地区内の灌

漑施設の維持に有効であり、指標 3-3 は達成された。  
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指標 3-4：水利組合員からの水利費の徴収率（70％以上） 
 

水利費徴収率 

 2013 
（1）WUA メンバー数 479 
（2）水利費を支払った WUA メンバー数 323 
（3）徴収率（％） 67.4（％） 

 
表に示すように、2013 年の水利費徴収率は 67.4％ であり、 指標 3-4 はほぼ満たされて

いる。 
 

アウトプット 3：＜ラクロ灌漑地区外＞伝統的灌漑手法が、現地適応型技術の試行を通じ

て改善される。 
 
指標 3-5：普及員/農家向けの現地適応型灌漑技術手法の研修回数（3 回） 

地区の農家に対して、19 回の現地適応型灌漑技術手法の研修（試験施工）が行われ、参

加人数は、職員延べ 52 名と農民 345 名に達した。指標 3-5 は達成された。  
 

指標 3-6：普及員向けの現地適応型灌漑技術マニュアル 
現地適応型灌漑技術マニュアルとして、以下のものが作成されている。 

 

現地適応型灌漑技術マニュアル 

タイトル 内容 注 
蛇籠 サンドバッグを利用した蛇籠 No.24 in ANNEX 9 
土工 盛り土と蛇籠  No.25 in ANNEX 9 

 
これに加えて、プロジェクトでは「灌漑施設の維持管理簡易マニュアル（仮題）」を準

備中であり、2014 年の 8 月をめどに完成させる予定であり、指標 3-6 は達成された。 
 

指標 3-7：適正化技術による試験施工の実施回数 6 回以上 
地区の農家に対して、19 回の現地適応型灌漑技術手法の試験施工（研修）が行われ、

参加人数は、職員延べ 52 名と農民 345 名に達しており、指標 3-7 は達成された。  
 

３－１－３ プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標：プロジェクト対象地区におけるコメの生産性が改善する。 
＜ラクロ灌漑地区＞ 指標 1：コメの生産性（2.5t/ha） 

2012 年 10 月の第 1 回モニタリングの結果によれば、ラクロ灌漑地区におけるコメの品種

別の収量は以下のとおりであった。 
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ラクロ灌漑地区におけるコメの品種別収量 

品種 使用農民数 収量（kg） 
作付け面積

（ha） 
ha 当たり

収量（t/ha）
推奨四品種（ Nakroma, 
Barito, Membrano, and 
IR64）＜* 

35（44.3％） 77,739（43.7％） 26.1（43.5％） 3.0

在来品種 29（36.7％） 61,913（34.8％） 22.8（38.0％） 2.7
ハイブリッド 14（17.7％） 35,555（20.0％） 10.1（16.8％） 3.5
不明 1（1.3％） 2,632（1.5％） 1.0（1.7％） 2.6
合計 79 177,839 60.0 3.0

＜*：IRCS での推奨品種 

 
79 農家中 35 農家（44.3％）が推奨の 4 品種を使用した。また、推奨品種については、1ha

当たりの収量は 3.0t であった。 
しかし、第 1 回モニタリング以降、モニタリングが実施されておらず、ラクロ灌漑地区で

の収量に関して、評価チームは、以下の 2 つのケースについてのみデータが入手出来た。 
これらのデータを見ると、マナツト県農業事務所の試験圃場での雨期作については収量は

1ha 当たり 3.28t に達している。しかし、乾期に行われた農家の圃場での収量は 1ha 当たり

2.3 t であり、指標を下回っている。 
 

Nakroma 種の収量データ（2013-2014） 

 1 2 
作付時期 July-2013 Jan-2014 
雨期･乾期 IRCS（雨期） IRCS（乾期） 

場所 Kama Anan Le’en（マナ

ツト県農業事務所の試

験圃場） 

Ihun We'en（農家の圃

場） 

栽培品種 Nakroma Nakroma 
単收 3.28（t/ha） 2.31（t/ha） 

 
関係者からの聞き取りによれば、2013 年-2014 年の乾期作については、以下のような悪条

件が収量に影響を及ぼした可能性がある。 
 

・ 2013 年に発生した病虫害による影響 
・ 水路清掃のための作付け地区（Ihun We'en 地区）への灌漑水の一時的配水停止 

 
第 1 回モニタリングの結果も含め、これらのデータを総合的に見れば、通常の条件下で農

民が IRCS による稲作を実施した場合、目標である生産性（2.5 t/ha）を維持していくことは

技術的には十分可能であると判断される。 
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＜ラクロ灌漑地区＞ 指標 2：作付け率（50％増加） 
現場視察、関係者（C/P、専門家、農家など）からの聞き取りの結果から、ラクロ灌漑地

区の作付け率の増加に関する指標は満たされていないと考えられる。  
市場に流通する廉価な輸入米（ベトナム、タイ産など）が農民のコメ生産意欲を低下させ

ていること、地区内の農民の高齢化の進行、農家の後継者の不足等が作付け率の伸び悩みの

背景にあると思われる。 
 

＜ラクロ灌漑地区外＞指標 1：コメの生産性が 20％増加する。 
2012 年 10 月の第 1 回モニタリングの結果によれば、ラクロ灌漑地区外のコメの収量の状

況は以下のとおりである。 
 

ラクロ灌漑地区外のコメ品種別収量 

品種 利用農家数 収量（kg） 
作付け面積

（ha） 
単收（t/ha） 

推奨 4 品種（Nakroma, 
Barito, Membrano, and 
IR64）＜* 

18（25.4％）
32,608

（28.4％）
17.5（26.0％） 1.9

在来品種 
42（59.2％）

56,210
（48.9％）

40.0（59.4％） 1.5

ハイブリッド 
10（14.1％）

25,206
（21.9％）

8.8（13.1％） 2.9

不明 1（1.4％） 880（0.7％） 1.0（1.4％） 0.9
合計 71 114,904 67.3 1.7

＜*：IRCS の推奨品種 

 
ラクロ灌漑地区以外の平均の収量は 1.7 t/ha である。また、推奨四品種の単收は 1.9 t/ha で

ある。また、推奨四品種を利用した農家の数は、調査農家の 25.4％であった。 
終了時評価の時点では、データが入手できず、ラクロ灌漑地区外の生産性が向上している

かどうか定量的な判断をすることが出来ない。しかし、IRCS 研修生の追跡調査の結果では、

ラクロ灌漑地区外では、IRCS が徐々に普及する兆しが見られた（アウトプット指標 2-2）。
IRCS は試験圃場レベルでは 1ha 当たり 3t を超える収量を記録しているため、ラクロ灌漑地

区外で IRCS が普及するにつれて、長期的にはコメの生産性の向上につながることが期待さ

れる。  
 
３－２ 実施プロセス 

プロジェクト期間の後半では、月例会議（ディリ）や週会議（マナツト）が定期的に開催され、

先方実施機関との情報共有が進み、プロジェクトの活動についての意志決定が円滑に行われるよ

うになった。また、海外研修派遣者（本邦及びインドネシア）の最終決定をティモール側の実施

機関が行うこととした結果、カウンターパートは選考課程をより良く把握することができるよう

になり、選考プロセスの透明性が向上した。 
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３－２－１ PDM の変更 
現行の PDM（Version 2.0）は 2012 年 11 月の第 4 回合同調整会議（Joint Coordinating Committee：

JCC）で承認された。旧 PDM（Version 1.0）の指標の修正と追加が主な変更内容であった。 
 

PDM の改訂 

バージョン 変更内容 承認時期 
Version 0.0  June 2010, as attached in R/D 
Version 1.0 指標の定量化  December 2011, approved in the 3rd 

JCC 
Version 2.0 プロジェクト目標指標の追加、成果 3

の指標修正 
November 2012, approved in the 4th 
JCC 

 
３－２－２ 会議 

これまでに開催された主な会議は以下のとおりである。 
 

（1）JCC 会議と四半期会議：それぞれ 5 回と 2 回実施（下表参照）。 
 

合同調整委員会会議と四半期会議開催実績 

開催時期 会議 参加者数 
January 2011 1st Joint Coordination Committee Meeting 21 
April 2011 2nd Joint Coordination Committee Meeting 35 
September 2011 1st Quarterly Meeting 17 
November 2011 2nd Quarterly Meeting 13 
December 2011 3rd Joint Coordination Committee Meeting 13 
November 2012 4th Joint Coordination Committee Meeting 20 
December 2013 5th Joint Coordination Committee Meeting 17 

 
（2）月例会議：農業水産省幹部職員との情報共有によるプロジェクトの円滑な実施を目的と

して、2012 年 12 月以降、ディリで 25 回開催された。 
 

（3）週会議：2013 年 1 月以降、マナツトで 37 回開催。専門家とカウンターパートのコミュ

ニケーション改善を求めた中間レビューの提言に対応し実施。 
 

３－２－３ 広報活動 
広報活動はプロジェクトの後半に活発に行われた。主な活動は以下に示すとおり。  

 
・ニュースレター発行（2012.9-2012.11） 
・JICA オフィシャルサポーター訪問（2013.1） 
・稲作コンテスト（2013.3-2013.7） 
・東ティモール国会議員訪問（2013.5） 
・東ティモール農水大臣訪問（2013.5） 
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・農業水産省主催 Rice Working Group におけるプレゼンテーション（2013.6-2013.7） 
・マナツト県知事、インドネシア大使訪問（2013.7） 
・21ha 作付け（2013.8-2014.1） 
・参議院 ODA 評価団視察（2013.9） 

 
３－２－４ 中間レビュー時の提言に対する対応状況 

中間レビュー時の提言に対して、全般的に適切な対応がなされた。特に、月例会議を通じた、

東ティモール側実施機関である農業水産省の局長レベルとの情報共有とコミュニケーション

の改善は顕著であった。中間レビュー時の提言に対する対応の詳細は､付属資料 10 に示すとお

りである。 
 

３－２－５ 促進要因と阻害要因 
促進要因 
（1）協力期間後半の、様々な会議（ディリでの月例会議、マナツトでの週会議）を通じた専

門家と東ティモール側 C/P との情報共有、コミュニケーションの改善が、プロジェクト活

動の円滑な実施につながった。 
（2）3 名のインドネシア人専門家の派遣による、隣国インドネシアの稲作技術及び関連技術

のプロジェクトへの導入は、インドネシア語によるコミュニケーションの容易さも相まっ

て東ティモール側 C/P に好意的に受け入れられた。 
 

阻害要因 
（1）マナツト地区では、農民の高齢化が進んでおり、2012 年以降年金制度が大幅に拡充され

たこともあって、農民は年金の受給年齢に達すると廃業する傾向が見られる。経済成長に

伴う現金収入機会の増加に伴い農家の子弟はマナツトを離れて都市部での就業機会を求

めるケースも多く、後継者の不足が顕在化しつつある。 
（2）東ティモールでは、2012 年以降コメの輸入量が増大するなど、安価な輸入米が市場に広

く出回っている。このため、コメの換金作物としての魅力に負の影響が認められ、一部の

農民の中には、稲の栽培の目的を自家消費に限定し、それ以上の作付けを躊躇する傾向が

見られる。 
（3）一部の対象地域（スマセ、ディリマネ、レンボール）は道路網が不備で、特に雨期のア

クセスが困難である。  
（4）雨期に頻発する洪水によってもたらされる灌漑施設、道路、圃場の損傷への対応のため

の時間と費用のロスは、プロジェクトの円滑な進行の妨げとなった。 
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第４章 終了時評価の結果 
 
４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 
プロジェクトの妥当性は以下の理由から高いものと判断する。 

（1）東ティモールの開発政策との整合性 
東ティモールの「戦略的開発計画（Strategic Development Plan：SDP）2011-2030」では、

コメの生産性を向上し、2011 年から 2020 年までの間にコメの輸入量を減らし、自給を達

成するとしている。 
 

（2）日本の援助政策との整合性 
日本の東ティモールへの援助方針では、農業と農村開発を優先課題として位置付けてい

る。雇用機会の創出し、貧困を削減し、また、食料供給を確かなものとするために、日本

国政府として、東ティモールの最重要セクターの 1 つである農業分野での援助を通じて､

食料生産性と自給率の向上、アグリビジネスの促進を支援するとしている。 
 

（3）地域社会のニーズ 
プロジェクト対象地域の農家が稲作に熱意を持っていることは、IRCP2 の詳細計画策定

時（2010 年）には、関係者間では当然のことと認識されており、そのうえで、地域の農民

が抱える課題として、不安定な灌漑水の供給や、稲作技術の低さ（特にラクロ灌漑地区外）

が残されていると理解されていた。したがって、灌漑用水の安定的な供給の実現、簡易で

効率的な稲作手法の普及などのプロジェクト活動は、少なくともプロジェクト開始時点で

は地域の社会ニーズに高い整合性を有していたと言える。 
一方で、関係者からの聞き取りや、現場視察などから、プロジェクト対象地域では、社

会・経済条件の変化が、詳細計画策定時には予想し得なかったペースで進んでいると考え

られる。2012 年の選挙キャンペーンの結果、年金制度が大幅に拡充されたことで受給年齢

（60 歳）に達した農民は、廃業する傾向が見られることをはじめとして、2012 年以降の

国際コメ相場の下落に伴う輸入米価格の下落と輸入量増大や、近年の高い経済成長に伴う

公共事業の増加による現金収入機会の増加もあって、農家の子弟は、職を求めて都市に移

動し、農業を継がないケースが増えてきている模様である。 
国全体としては、（1）に述べたように、食糧自給の観点から稲作の振興が求められてい

ることからプロジェクト実施の妥当性は引き続きあるものの、社会・経済条件の変化に伴

い、地域住民の農業（稲作）への依存度に変化の兆しが窺える点は今後留意する必要があ

る。 
 

（4）手段としての妥当性 
マナツト県では、下表に示すように、わが国は稲作振興のために 3 つのスキームを実施

してきた。 
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時期 案件名 
2003 ラクロ灌漑システム改修緊急無償資金協力 
2004 中期総合農業開発計画 
2005-2010 技術協力プロジェクト「マナツト県灌漑稲作プロジェクト（フェーズ１）

 
本プロジェクトの計画は、IRCP1（フェーズ 1）での実績をベースに策定されており、

IRCP1 の実績を、過去のわが国の援助と技術協力の知見も活用して IRCP2 で持続・発展さ

せ、東ティモールの農業開発政策にインパクトをもたらすという戦略自体は妥当なもので

あった。 
 

４－１－２ 有効性 
プロジェクトの有効性は、以下の理由から中程度であると評価する。 

    
2014 年 3 月までのプロジェクトの達成状況から見て、協力期間である 2014 年 11 月までの 8

カ月間でプロジェクト目標が達成されるかどうかについては懸念が残る。 
ラクロ灌漑区では、IRCS が普及した場合、コメの生産性の維持 （2.5t/ha）は、マナツト県

農業事務所の試験圃場での収量データから見て、技術的には十分可能であるが、IRCS の普及

の遅れが認められる。その原因については以下の理由があるものと考えられる。 
・プロジェクト開始当初 2 年間は C/P の配置が十分ではなく、営農分野の活動進捗の遅れを

生じたが、中間レビューでの提言を受けて 2013 年以降は十分な C/P 配置がなされ、プロジェ

クト関係者間の良好なコミュニケーションが図られたこともあり、プロジェクト活動の進展が

認められるが、完全な挽回までには至らなかった。 
・東ティモールでは、安価な輸入米が市場に広く出回っており、特に 2012 年以降のコメの

輸入量増大とコメ国際相場の下落に伴い、国内でのコメの換金作物としての魅力は損なわれつ

つある1。また、2012 年の選挙キャンペーンの結果、年金制度が大幅に拡充されたこともあり、

一部の農民の中には、コメ栽培の目的を自家消費に限定し、それ以上の作付けを躊躇する傾向

が見られる。 
    
データが不足しているため､ラクロ灌漑地区外で生産性の向上（20％）が達成されているか

どうか、定量的な判断は終了時評価の時点では困難である。しかし、アウトプットの達成状況

（指標 2-2）で述べたように、徐々にではあるが、IRCS の技術の普及の兆しが見られることか

ら、長期的には、生産性の向上が達成されることが期待される。 
また、上述の社会経済状況の変化を踏まえ、アウトプットとプロジェクト目標の因果関係に

ついて、生産に係る技術支援のアプローチに加え、農家の稲作へのモチベーションを上げるた

めのコメの商品価値向上への取組活動の必要性が高まっているものと考えられる。 
 
  

                                                        
1 コメ国際相場は 2002 年以降中長期的には上昇傾向であり、2009 年には急激に高騰する（前年の 3 倍）など将来にわたって

輸入米が安価であるとは限らず、再び換金作物として注目される可能性がある点に注意を要する。 
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４－１－３ 効率性 
プロジェクトの効率性は、以下の理由から、やや高いと判断される。 

    
（1）投入の達成状況と利用効率 

日本側の投入は全体として、質、量、タイミングの点で（付属資料 5 、6、7）妥当なも

のであったと判断する。特に、マナツト県農業事務所職員を対象にして実施された海外研

修（本邦とインドネシア）及び国内での様々な研修により、マナツト県農業事務所の職員

の能力が向上した。IRCP1 で供与された資機材の継続使用も投入の規模を適正なものとす

るために有効であった。 
また、協力期間後半の、3 名のインドネシア人専門家の派遣は、コスト面だけでなく、

東ティモールと類似の社会・地理条件を持つ隣国インドネシアの稲作関連技術の導入を

C/P が理解するインドネシア語によって実施した点でも極めて効率的であった。 
東ティモール側の投入にも、全体として大きな問題は見られず、プロジェクト運営費の

部分的な負担、C/P の配置、執務室や施設（試験圃場）のアレンジもおおむね適切に行わ

れた。 
 

（2）アウトプット達成と活動の関係 
有効性の評価で記載したとおり、アウトプットはマナツト県農業事務所の農民指導体制

強化や、灌漑部門での技術移転を含めた全体としては、妥当な達成状況であった。プロジ

ェクト期間後半でのプロジェクト関係者間の良好なコミュニケーションが、円滑なプロジ

ェクト活動の実施を通じて、アウトプットの達成を促進した要因であると考えられる。し

かし、中間レビュー時に指摘されていた IRCS 普及活動の遅れは、農民の高齢化などの社

会条件の変化も相まって、協力期間後半でも完全には挽回できず、その結果、アウトプッ

ト 2 の達成が不十分なものとなった。2012 年 10 月以降、IRCS のモニタリング活動が実施

されず、普及状況の把握が不十分で、適時の対応作が講じられなかった。頻発する洪水や、

道路網の不備などによる、一部のプロジェクト対象地区へのアクセスの困難さも、IRCS
普及の達成を妨げた要因である。 

 
４－１－４ インパクト 

終了時評価の時点で、いくつかの正のインパクトが見られた。現時点では、負のインパクト

は見られない。 
    

（1）上位目標達成の見込み 
 

上位目標：改良された灌漑稲作システムが、東ティモールのほかの灌漑地区にも適用され

る。 
 

指標：2020 年（終了 5 年）までに確立された改良稲作システムと灌漑システムがほかの灌

漑地区に適用される。 
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プロジェクト全体としては、相応の達成状況を見せているものの、IRCS の普及が遅れ

ており、プロジェクト目標の達成についても懸念が残っているなかで、上位目標が 2020
年までに達成されるかどうかについては判断しかねるケースである。 

しかし、東ティモール政府は、IRCS を稲作栽培の技術面から高く評価しており、ライ

スキャンペーン 2014 と称して、今年から IRCS の他県〔ボボナロ県（マリアナ）、ラウテ

ン県〕への普及活動を開始している。 
したがって、特殊なケースではあると思われるが、社会条件の変化などを背景として

IRCS のプロジェクト対象地域での普及が遅れている状況の中で、ライスキャンペーンの

進捗が順調に推移した場合、他県で IRCS の普及が先んじて進む可能性もある。 
 

（2）政策面のインパクト 
終了時評価の時点で、次のような政策面でのインパクトが見られた。 
ライスキャンペーン 2014 については前述したが、マナツト県農業事務所は、農業水産

省によって同キャンペーンの実施機関として指定を受け、IRCS 普及の任を担うこととな

った。同事務所の普及員が 2014 年 2 月と 3 月に、ボボナロ県（マリアナ）、ラウテン県に

出向き、普及活動を開始している。 
また、本邦研修に派遣されたマナツト県事務所の職員が、研修の経験を活用して、予算

要求のプロポーザルを作成し、2013 年 11 月の国会で承認された。具体的な事業の中身は、

ラクロ灌漑システムの補修費用（水路のライニング、道路の修理など）として 6 万米ドル

を得たほか、ラクロ灌漑地区の南側に水牛飼育用のため池建設費用として 50 万米ドルの

予算の承認を得た。 
 

（3）技術的インパクト 
適切な管理の下に実施すれば、肥料や農薬の使用を抑えた中で、IRCS によって収量 3.0 

t/ha を達成出来ることが、マナツト県農業事務所の試験圃場での収量データで実証されて

いる。また、東ティモール政府は、IRCS を稲作栽培の技術面から高く評価している。こ

のため、東ティモールのほかの灌漑地区に普及された場合、同国の稲作栽培のありかたに

インパクト与える可能性がある。 
また、蛇籠工による農道の補修など、プロジェクトで導入された簡易かつ安価な灌漑施

設維持管理の手法も、ほかの灌漑地区に普及され、活用される可能性がある。 
 

４－１－５ 持続性 
プロジェクトの持続性は、以下の理由から中程度であると判断する。 

 
（1）政策面 

プロジェクトは東ティモール政府の政策と高い整合性を有しているため、プロジェクト

期間終了後も、活動の継続について政策的な支援を受ける可能性が高いものと思われる。 
 

（2）組織･制度面 
C/P を対象とするさまざまな研修がプロジェクトによって実施された結果、C/P の能力



 

－26－ 

が向上し、結果として、マナツト県農業事務所の農民指導体制の基盤作りは進んだと判断

する。しかし、現状では、能力向上は C/P の個人レベルに留まっており、組織としての

マナツト県農業事務所の指導体制の強化に十分につながっていない。特に普及員を中心と

した、職員間の連携と、より積極的なプロジェクト活動への参加の継続が、組織としての

指導体制の強化のためには必要である。 
 

（3）技術面 
灌漑分野では、C/P とプロジェクト対象地域の農民への技術移転は順調に行われたと考

えられる。一方、マナツト県農業事務所の普及員については、IRCS の農民への普及活動

の実務を通じた経験の蓄積と専門知識の更なる向上が必要である。 
 

（4）財政面 
マナツト県農業事務所の 2010 年〜2014 年の予算実績や、水利組合の現状を勘案すると、

東ティモール側が、以下の活動を含むプロジェクト活動を、独自の予算措置で継続してい

けるかどうか、引き続き留意が必要である。 
・取水工及び幹線水路の土砂堆積の除去 
・水利組合の適切な運営管理の支援 
・普及員の積極的な参加による IRCS 普及実施体制の構築と稲作栽培技術の向上 
・ポストハーベストとマーケティング含む農民の稲作回帰のための対策策定と実施 

 
5 項目評価のサマリー 

評価項目 評価結果 理由/補足 

妥当性 高い 

（+）東ティモールの政策との整合性 
（+）日本の支援政策との整合性 
（—）社会環境の変化（農民の高齢化など）による地

域コミュニティのニーズの減少の兆し 

有効性 中程度 

（±）プロジェクト目標の達成度が不十分。IRCS はマ

ナツト県農業事務所の試験圃場では結果を残したが、

普及が遅れており、農民の圃場での実績が乏しい。作

付け率は増加していないと見られる。 

効率性 やや高い 

（+）アウトプットの 1 と 3 はおおむね達成された。

（—）IRCS の普及（アウトプット 2）は遅れている。

（+）円滑な活動実施のためのさまざまな投入がなさ

れた。 

インパクト ---- 

・IRCS のプロジェクト対象地域内での普及が遅れてお

り、2020 年までの上位目標の達成見込みの判断は難

しいが、他県での普及が始まっている。 
・政策面、技術面での正のインパクトが見られる。 
・今の所負のインパクトは見られない。 

持続性 中程度 
（+）東ティモールの政策と高い整合性があることか

ら、政策的な支援が期待できる。 
（—）東ティモール側単独で、プロジェクト活動を継
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続するための予算措置が出来るかどうかについては

懸念が残る。 
（—）マナツト県農業事務所の C/P の参加に積極性が

欠けている。 
 
４－２ 結論 

終了時評価チームは、現場視察、関係者（東ティモール側 C/P、日本人及びインドネシア人専

門家、農民など）からの聞き取り、政府関係者との一連の協議を通じて、5 項目評価によるプロ

ジェクトの評価を実施した。 
その結果、プロジェクトは、東ティモールの政策、日本の支援政策との整合性が高いことから

終了時評価の時点でも高い妥当性を持っていることが確認された。また、政策面、技術面で正の

インパクトが確認できた。 
有効性、効率性、及び持続性については、協力期間前半の活動の遅延やモニタリング活動の未

実施などの影響による課題に加え、2012 年以降の年金制度の大幅な拡充とコメの国際価格下落傾

向に伴う安い輸入米の流通増加、農家の老齢化や農業以外の所得・雇用機会の増加といった社会･

経済状況の変化に伴い、稲作増加に対する農民の意欲向上の面で、当初想定よりも大きな課題を

抱えつつあることから、R/D に記載されたプロジェクト協力期間である 2014 年 11 月までのプロ

ジェクト目標達成の見込みは確実とは言えない状況にある。しかし、プロジェクト期間の後半で

見られたプロジェクト関係者間のコミュニケーションの改善や、研修を通じた C/P の能力は強化

されており、今後の活動の促進には期待が持てる。 
これらの状況を総合的に勘案し、評価チームは、プロジェクト目標の達成のためにプロジェク

ト期間を 1 年間延長し、2015 年 11 月までの 1 年 8 カ月の間に、終了時評価で明らかとなった課

題の解決を通じて、IRCS の普及に最大限の努力を行っていくことが妥当と結論する。IRCS の普

及促進などに関する具体的な対応方法については、次章で提言として述べる。 
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第５章 提言 
 
５－１ プロジェクト期間の延長 

先の章で述べたとおり、プロジェクト目標達成のために、プロジェクトチームは、東ティモー

ルの関係諸機関と緊密な連携を図りながら、以下の項目への取り組みを通じて、より一層の努力

を行っていくことが必要である。 
1）ターゲットエリアでのIRCS普及体制の構築 
2）精米プラントを活用した収穫後処理技術と市場アクセス強化によるコメの市場価値向上へ

の取り組みを通じた農家の生産意欲向上 
これらの活動の実施のために、評価チームは、2015年11月までプロジェクト期間を1年間延長

することを提言する。 
 
５－２ PDMの改訂 

評価チームは、ポストハーベスト技術導入とマーケティング戦略の策定にかかわる活動とアウ

トプットをプロジェクトの枠組みに加えて、現行のPDMを付属資料 11に示すように改訂し、第6
回JCCで承認を得ることを提言する。 
 
５－３ 改良稲作システム（IRCS）と普及について 

当プロジェクトの先行プロジェクトIRCP1によって導入されたIRCSの考えを当プロジェクト

が引き継ぎ、普及の拡大をめざしてきた。しかし、コメの生産性の向上に貢献することが技術的

には立証されてはいるものの、IRCSのプロジェクト対象地域内の農民への普及は遅れている。一

方、第三国（インドネシア）専門家によって、条植えのためのマーカー、低密度植栽、ヒコバエ

栽培などの技術が導入され、当初のIRCSとは異なる改良も進められてきている。 
プロジェクトチームは、IRCSの普及拡大のために、IRCSのコンセプトと構成技術を再度明確

に定義し、現場でのトライアルを通じて、農民に受け入れられるIRCSシステムを作り上げること。

また、IRCS技術と成果のとりまとめについて、支援を行う日本人専門家の派遣計画を策定するこ

と。 
 
５－４ IRCSのモニタリング体制の構築 

定期的モニタリング活動は、適切なプロジェクト管理に不可欠なものであるが、当プロジェク

トでは、2012年の10月に第1回IRCS の普及に関するモニタリング以来、実施されていないのは深

刻な事態である。モニタリングに関しては、普及員の果たす役割が重要であり、彼らが定期的に

農民を訪問してモニタリングを実施すべきであり、また、訪問がIRCSの普及を促進することとな

る。これに関連して、プロジェクトチームは、プロジェクト地域の農民に関する基本情報（農家

数、作付面積、作付け作物、収穫高、土地の所有権など）について、普及員とともに、即時に情

報更新を行うこと。 
 
５－５ 水利組合 

水利組合は、2002年のラクロ灌漑施設の改修に伴って設立されたが、運営管理に関する内紛が

原因で解散し、2013年5月以来、再建の協議が行われている。このような状況が続けば、組合員
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の離脱と水利費徴収の減少につながるおそれがある。問題の解決のために、マナツト県農業事務

所は、水利組合再建委員会を設置しているが、同委員会は、農民の参加と意見にも留意しつつ、

政府と水利組合の灌漑施設の所有権の帰属と管理責任の分担を明確にしていくべきである。また、

プロジェクトチームは、水利組合の活動が可及的速やかに正常な状態に戻るように、必要に応じ

て委員会に技術的な助言を行うこと。 
 
５－６ 灌漑施設維持管理 

ラクロ灌漑計画の灌漑施設にはいくつかの課題が見られるが、最も深刻なものは、取水工地点

の土砂の堆積である。これまでに、プロジェクトとしても、取水工地点の土砂の浚渫のために多

額の費用、時間、労力を費やしてきている。土砂の堆積を完全に抑制することは、取水工の構造

から不可能であるため、現実的な対応策として、ゲートキーパーによる、これまで以上に緻密な

ゲートの開閉操作が求められる。ゲートキーパーは、降雨が予想される場合には、事前に取水工

地点に赴き、土砂の幹線水路への流入を防ぐためにゲートを閉めるものとする。 
 
５－７ 第三国専門家 

東ティモールと類似の文化、言語を持つインドネシアから派遣された第三国専門家は、IRCS
技術の向上に重要な役割を果たし、プロジェクトのC/Pや地域の農民への技術移転に有効であっ

た。プロジェクトチームは、今後のIRCS技術開発のために、インドネシア人専門家の活用を継続

することが望ましい。 
 
５－８ ポストハーベストとマーケティング 

2014年2月に、精米プラントがラクロ灌漑地区に設置され、今後、市場へ品質の良いコメを出

荷できることが期待される。プロジェクトチームは、このプラントを的確に運営管理するための

規則作りと並行して、将来の維持管理システムの構想も含めた管理体制の構築を計るべきである。

また、地域の民間精米所の経営圧迫が生じないように考慮するべきである。ポストハーベストと

マーケティング分野の日本人専門家の派遣も必要に応じて検討すること。 
 
５－９ 予算確保 

プロジェクトで達成された成果は、協力期間終了後、東ティモール側のオーナーシップの下で、

普及･拡大されていくことが重要である。これまで、プロジェクト運営資金の大半を日本側が負

担してきたが、プロジェクト期間終了後は、上位目標の達成のために、東ティモール側が予算確

保に最善の努力を行うことを期待する。プロジェクトチームは、農業水産省の財務部などの関係

部署に対してプロジェクトの意義と重要性を伝え、予算確保が確実に行われるように情報提供の

面で支援すること、また、広報活動を通じて、外部への情報発信を行うこと。 
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第６章 教訓 
 
６－１ プロジェクトの計画立案 

東ティモールにおいては、2012年に年金制度が大幅に拡充され、高齢者の所得向上が計られた

こと、農家の老齢化や農業以外の所得・雇用機会の増加により、若手営農者への世代交代が進ん

でいないこと、2012年以降のコメの国際価格下落傾向に伴う安い輸入米の流通増加といった社

会･経済状況の変化に伴い、稲作農民の生産意欲が低下したこと等により、当初想定よりも稲作

農家を取り巻く環境が大きく変化することとなった。プロジェクトの計画立案に対して社会・経

済的状況変化を踏まえて、柔軟に対応する枠組みをもつことが望ましい。 
 
６－２ 関連機関とのネットワーク 

本プロジェクトは、農業水産省本省からマナツト県農業事務所への行政的チャネルを通じた運

営管理に加え、県・郡政府との間に密接なネットワークを築くことにより活動の円滑化を進めて

きた。プロジェクトチームは、現場での日々の活動を、これらの関係者との緊密な連携の下に実

施する一方、全体の進捗の管理は、中央の農業水産省が担ってきており、これらの両者が一体的

に機能することで、プロジェクトの円滑な進捗につながった。この経験から、複数の地方現場で

活動する類似プロジェクトを実施する場合、中央政府の監督に加えて、現場レベルでの関係機関

とのネットワーク作りを強化することは効率的・効果的な運営管理に資するものである。 
 
６－３ 近隣国（第三国）の技術リソースの活用 

本プロジェクトにおいては、現地に適応した営農技術や意思疎通に関する問題に際して日本国

内の技術リソースで対応が困難な状況に直面したことから、インドネシアからの第三国リソース

の活用を通じ、収量増加のための栽培手法、簡易農業機器、マルチメディアを活用した普及教材

等が紹介され、東ティモール側C/Pに好意的に受け入れられた。近隣国による技術交流を活用す

ることで、共通の社会・地理的環境を背景に、現地に適応した技術的課題への対応が円滑に進む

ことから、インドネシアと東ティモールの場合のように、技術協力プロジェクトにおいて近隣国

の技術リソースを活用していくことは有意義である。 
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